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別紙 

 

申 請 事 項 記 載 書 

 

１ 調査の名称 

科学技術研究調査 

 

２ 変更の内容 

変更案 変更前 変更理由 

３ 調査対象の範囲 
（２）属性的範囲 

【調査票甲（企業Ａ）】 
日本標準産業分類に掲げる次の産業を主たる事業とす

る資本金又は出資金が１億円以上の会社法 （平成 17年
法律第 86号。以下同じ。）に規定する会社。 

 
 

【調査票乙（非営利団体・公的機関）】 
・ 独立行政法人等登記令 （昭和 39年政令第 28 号）
の別表に掲げる特殊法人及び独立行政法人通則法（平
成 11 年法律第 103 号）第２条第１項に規定する独立
行政法人（独立行政法人国立高等専門学校機構を除
く。）のうち科学技術に関する試験研究又は調査研究
を行うことを目的として設置されたもの（特殊法人等
整理合理化計画（平成 13年 12 月 19日閣議決定）に
より独立行政法人となった法人のうち、独立行政法人
となる前に産業連関表において生産活動主体 分類 が
「産業」に分類されており、かつ研究を実施している
法人を含む。）。 

 

３ 調査対象の範囲 
（２）属性的範囲 

【調査票甲（企業Ａ）】 
日本標準産業分類に掲げる次の産業を主たる事業とす

る資本金又は出資金が１億円以上の会社法に規定する会
社。 

 
 

【調査票乙（非営利団体・公的機関）】 
・ 独立行政法人等登記令の別表に掲げる特殊法人及び

独立行政法人通則法第２条第１項に規定する独立行
政法人（独立行政法人国立高等専門学校機構を除く。）
のうち科学技術に関する試験研究又は調査研究を行
うことを目的として設置されたもの（特殊法人等整理
合理化計画（平成 13年 12月 19 日閣議決定）により
独立行政法人となった法人のうち、独立行政法人とな
る前に産業連関表において生産活動主体が「産業」に
分類されており、かつ研究を実施している法人を含
む。）。 

 

 
 
 
・他の法令等の記述に合わせるため 
 
 
 
 
 
・他の法令等の記述に合わせるため 
 
 
 
 
 
 
・形式修正 
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４ 報告を求める者 
（２）選定の方法 
  【調査票甲（企業Ａ）及び（企業Ｂ）】（□全数 ■無作

為抽出 □有意抽出） 
事業所母集団データベース 及び過去の調査結果から

作成した母集団名簿に基づき、前年度の研究実施の有無
（２区分）を加味した資本金階級（４区分）及び産業（40
区分）の各層から所要の企業数を抽出。 

 

４ 報告を求める者 
（２）選定の方法 
  【調査票甲（企業Ａ）及び（企業Ｂ）】（□全数 ■無作

為抽出 □有意抽出） 
経済構造統計の結果及び過去の調査結果から作成した

母集団名簿に基づき、前年度の研究実施の有無（２区分）
を加味した資本金階級（４区分）及び産業（40区分）の
各層から所要の企業数を抽出。 

 
・利用できる最新の母集団情報を使
用するため 

９ 調査結果の公表の方法及び期日 
（１）公表の方法 
   インターネット（e-Stat）及び 印刷物により公表する。 

９ 調査結果の公表の方法及び期日 
（１）公表の方法 
   インターネット（e-Stat）、印刷物 及び閲覧 により公

表する。 

 
・閲覧による公表の実績がないた
め、実情に合わせて廃止するもの 

※ 調査事項の内訳の変更については、「科学技術研究調査 調査票の新旧対照表」を参照 
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科学技術研究調査　調査票の新旧対照表

変更案 変更前 変更理由 　

1 採用・転入・転出研
究者数の区分の変
更

・新規採用者に「うち
自然科学部門」、「理
学」、「工学」、「農
学」、「保健」、「うち
医学」、「うち歯学」及
び「うち薬学」の内訳
を追加
・採用・転入研究者
のうち博士号取得者
を追加

○調査票甲（企業A)〔４面〕
　【５】採用・転入・転出研究者数

○調査票甲（企業A)〔４面〕
　【５】採用・転入研究者数及び【６】転出研究者数

・　第５期科学技術基本計画（平成28年１月
22日閣議決定。以下「基本計画」という。）
において、大学及び公的研究機関の女性
研究者の採用割合の目標値（自然科学系
全体で30％、理学系20％、工学系15％、農
学系30％、医学・歯学・薬学系合わせて
30％）が掲げられた。また、「第５期科学技
術基本計画における指標及び目標値につ
いて」（平成27年12月18日 総合科学技術・
イノベーション会議有識者議員）において、
「女性活躍推進法の施行も踏まえ、民間研
究者・技術者の割合もあわせて把握分析を
行う。」とされた。これらを踏まえ、新規採用
者数（全数・女性）の内数を追加する。
・　博士人材やポスドクドクターの就職状況
を正確に把握することで、円滑な就職マッ
チングの在り方や大学院教育、企業の研究
人材育成の在り方についての検討に資す
るため、「新規採用者のうち博士号取得者」
及び「転入研究者のうち博士号取得者」を
追加する。

変更内容

調査票甲（企業A)

う ち 親 子 会 社

百 十 一 人

転 出 研 究 者 数

千 百 十 一 人 千万

【６】 転出研究者数を記入してください。

総 数 うち女性

会 社

うち
薬学

うち
歯学

総 数

万 千 百 十 一 人 千 一百 十 人

うち女性

新 規 採 用 者 数

うち自然科学部門

工 学

農 学

保 健

理 学

うち
医学

転 入 研 究 者 数

そ の 他

うち親子会社

公 的 機 関

大 学 等

会 社

非 営 利 団 体

転 入 研 究 者 数

人

新 規 採 用 者 数

千 百 十 一 人万 千 百 十 一

【５】 採用・転入研究者数を記入してください。

総 数 うち女性

○ 転 入 研 究 者 に つ い て は 、 転 入 前 の 勤 務 先 を 、 「 調 査 票 記
入 上 の 注 意 」 の 「 組 織 分 類 表 」 区 分 に 従 っ て 、 記 入 し て く

○ 「 転 出 研 究 者 」 と は 、 「 【 ４ 】 研 究 関 係 従 業 者 」 の 「 研

○ 出 向 者 も 記 入 の 対 象 と し て く だ さ い 。

○ 昨 年 の ４ 月 １ 日 か ら 今 年 の ３ 月 31 日 ま で の 異 動 に つ い て
記 入 し て く だ さ い 。

【５】 採用・転入・転出研究者数を記入してください

　ださい。

○ 新 規 採 用 者 の う ち 、 自 然 科 学 に 関 す る 研 究 を行 う部 署 に
配 属 さ れ た 者 は 、 研 究 内 容 別 に 記 入 し て く だ さ い 。

の 「 研 究 者 」 に あ た る 者 で 外 部 か ら 加 わ っ た 者 をい い ま す 。
○ 「 採 用 ・ 転 入 研 究 者 」 と は 、 「 【 ４ 】 研 究 関 係 従 業 者 」

究 者 」 に あ た る 者 で 外 部 に 転 出 し た 者 を い い ま す 。
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変更案 変更前 変更理由 　変更内容

2 開発研究の定義の
変更

○調査票甲（企業A)〔第５面〕
　【８】性格別研究費

○調査票甲（企業A)〔第５面〕
　【９】性格別研究費

・　「諮問第60号の答申　科学技術研究調
査の変更について」（平成25年12月13日府
統委第175号）における「今後の課題」を踏
まえ、変更する。
　平成27年10月に、フラスカチ・マニュアル
が改定（以下「改定ＦＭ」という。）され、改定
ＦＭの「試験的開発（experimental
development）」の定義に「producing
additional knowledge（付加的な知識を創出
する）」という要件が追加されたことを受け
て、「開発研究」の定義を変更する。

そ の 他

うち
親子会社

うち
親子会社

大 学 等

非 営 利 団 体

公 的 機 関

会 社

転 出 研 究 者 数

新規採用者のうち
博士号取得者

転入研究者のうち
博士号取得者

　基礎研究、応用研究及び実際の経験から得た知識

工程等の導入又は既存のこれらのものの改良をねら
いとする研究をいいます。

の利用であり、新しい材料、装置、製品、システム、

③　開発研究

に関して新しい知識を得るために行われる理論的又
は実験的研究をいいます。

②　応用研究
　特定の目標を定めて実用化の可能性を確かめる研
究や、既に実用化されている方法に関して新たな応
用方法を探索する研究をいいます。

　分類の一般的定義は以下のとおりです。
①　基礎研究

説や理論を形成するため又は現象や観察可能な

　特別な応用、用途を直接に考慮することなく、仮

　基礎研究、応用研究及び実際の経験から得た知識

サービス、システム、装置、材料、工程等の創出又
は既存のこれらのものの改良をねらいとする研究を

を活用し、付加的な知識を創出して、新しい製品、

は実験的研究をいいます。

いいます。

用方法を探索する研究をいいます。

特別な応用、用途を直接に考慮することなく、仮

に関して新しい知識を得るために行われる理論的又

特定の目標を定めて実用化の可能性を確かめる研
究や、既に実用化されている方法に関して新たな応

　分類の一般的定義は以下のとおりです。

説や理論を形成するため又は現象や観察可能な事実

③　開発研究

②　応用研究

①　基礎研究

の「研究者」にあたる者で外部に転出した者をいいます。
（昨年の４月１日から今年の３月31日までの異動について記
 入してください。）

○　出向者も記入の対象としてください。

○　「採用・転入研究者」とは、「【４】 研究関係従業者」
の「研究者」にあたる者で外部から加わった者をいいます。
（昨年の４月１日から今年の３月31日までの異動について記
 入してください。）

○　「転出研究者」とは、「【４】 研究関係従業者」
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変更案 変更前 変更理由 　変更内容

3 特定目的別研究費
の区分の変更

・特定目的３分野の
研究費の廃止

○調査票甲（企業A)〔第６面〕
　【10】特定目的別研究費

（削除）

○調査票甲〔第６～７面〕
　【11】特定目的別研究費

・　第25回サービス統計・企業統計部会（平
成23年12月26日）において、特定３分野に
係る研究費の本調査への追加の可否につ
いて審議された際に、委員から「継続性の
観点から調査事項が積み重なって古いも
のが残るということにはならないか」との指
摘があったことを踏まえ、今回、改めて行政
機関等に利活用状況を照会したところ、行
政ニーズが低下したことが確認されたた
め、記入者負担等も考慮し、削除する。

十万 万 円

エ ネ ル ギ ー 分 野

宇 宙 開 発 分 野

ナノテクノロジー分野

情 報 通 信 分 野

環 境 分 野

物 質 ・ 材 料 分 野

震災からの復興、
再生の実現

グリーンイノベー
ションの推進

ライフイノベーショ
ンの推進

海 洋 開 発 分 野

ライフサイエンス分野

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万 円 千億 百億 十億 億 千万 百万

円千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万

＜特定目的別研究費について＞

①　「ライフサイエンス分野」とは、生命現象及び生物の諸機能を解明するとともに、その成果を医療、農業、工業、環境保

　全、エネルギー開発などの諸分野に広く活用し、人間生活の向上発展を指向する研究をいいます。

②　「情報通信分野」とは、ハードウェア、ソフトウェアに関する研究のほか、ネットワークの高度化、膨大な情報の高速分

　析・処理や蓄積が可能な高度コンピューティングの開発等に関する研究をいいます。

③　「環境分野」とは、自然環境の汚染が生命・財産に与える影響の解明、自然環境の汚染及び破壊の防除、無公害化の達成

　などに関する研究をいいます。

④　「物質・材料分野」とは、情報通信、医療等の基盤となる原子・分子サイズでの物質の構造等の解明・制御、省エネルギ

　ー・省資源・リサイクルに応える付加価値の高いエネルギー・環境用物質・材料の開発等に関する研究をいいます。

⑤　「ナノテクノロジー分野」とは、ナノサイズ特有の物質特性等を利用した機能の発現等に関する研究をいいます。

⑥　「エネルギー分野」とは、エネルギー資源の開発及びその合理的利用に関する探査、生産、転換、輸送、消費、安全等に

　関する研究をいいます。

⑦　「宇宙開発分野」とは、ロケット及び人口衛星に関する研究並びに追跡・通信等のための地上設備に関する研究をいいま

　す。

⑧　「海洋開発分野」とは、生物資源の増養殖、鉱物資源の開発、海洋空間、海水の利用等の研究に関する海洋調査及び技術

　開発をいいます。

億 万 円

ナノテクノロジー分野

千万 百万 十万百億

情 報 通 信 分 野 エ ネ ル ギ ー 分 野

兆 十億

ライフサイエンス分野

環 境 分 野 宇 宙 開 発 分 野

物 質 ・ 材 料 分 野 海 洋 開 発 分 野

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万 円 兆

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧
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変更案 変更前 変更理由 　変更内容

4 社外から受け入れた
研究費の内訳区分
の変更

・「会社」の内訳に
「親子会社」及び「そ
の他」を追加
・「外国」を「海外」に
変更

○調査票甲（企業A）〔第７面〕
　【11】社外から受け入れた研究費

○調査票甲（企業A）〔第７面〕
　【12】社外から受け入れた研究費

・　オープンイノベーションの重要性が指摘
される中、グループ外の会社間での資金の
動きを含め、我が国の研究開発資金がど
のように動いているのか把握し、今後の政
策立案に活用すること、また、改定ＦＭへの
準拠を踏まえ、国内外の会社を「親子会
社」及び「その他」に分割する。
・　改定ＦＭでは、ＳＮＡにあわせて、
“abroad”を“rest of the world”に変更した
こと、その中には「国」ではない国際機関も
含まれることを踏まえ、「外国」を「海外」に
変更する。

大 学

そ の 他

外

国

公

的

機

関 公 営 企 業 ・ 公 庫 等

そ の 他

国 ・ 公 立 大 学

会 社

私 立 大 学

非 営 利 団 体

国 ・ 公 営 、 独 立 行 政
法 人 等 の 研 究 機 関

会 社

円

国

地 方 公 共 団 体

千億 百億 十億 億 千万 百万億 千万 百万 十万 万 円

   ～   の計
   ～   の計

受 入 額 う ち社内で使用した研究費
総 額 千億 百億 十億 十万 万

   ～   の計
   ～   の計

受 入 額 う ち社内で使用した研究費
総 額 千億 百億 十億 十万 万兆 円

国

地 方 公 共 団 体

千億 百億 十億 億 千万 百万億 千万 百万 十万 万兆 円

そ の 他

公

的

機

関

国 ・ 公 営 、 独 立 行 政
法 人 等 の 研 究 機 関

公 営 企 業 ・ 公 庫 等

そ の 他

私 立 大 学

親 子 会 社
会

社
そ の 他

国 ・ 公 立 大 学

親 子 会 社

そ の 他海

外

会

社

非 営 利 団 体

大 学
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変更案 変更前 変更理由 　変更内容

5 社外へ支出した研究
費の内訳区分の変
更

・「会社」の内訳に
「親子会社」及び「そ
の他」を追加
・「外国」を「海外」に
変更

○調査票甲（企業A)〔第８面〕
　【12】社外へ支出した研究費

○調査票甲（企業A)〔第８面〕
　【13】社外へ支出した研究費

上記４と同じ。

   ～   の計
   ～   の計

支 出 額 う ち自 己資 金か ら支 出し た研 究費
総 額 千億 百億 十億 十万 万 円百億 十億 億 千万 百万

そ の 他

会 社

私 立 大 学

国 ・ 公 立 大 学

公

的

機

関

国 ・ 公 営 、 独 立 行 政
法 人 等 の 研 究 機 関

公 営 企 業 ・ 公 庫 等

千億億 千万 百万 十万 万 円

非 営 利 団 体

会 社
外

国

大 学

そ の 他

公

的

機

関

支 出 額
総 額 千億 百億 十億 十万 万兆 兆

公 営 企 業 ・ 公 庫 等

千億 百億 十億 億億 千万 百万 十万 万 円

   ～   の計
   ～   の計

国 ・ 公 営 、 独 立 行 政
法 人 等 の 研 究 機 関

円

国 ・ 公 立 大 学

千万 百万

そ の 他

う ち 自 己 資 金 か ら 支 出 し た 研 究 費

私 立 大 学

非 営 利 団 体

親 子 会 社
会

社
海

外

そ の 他

大 学

そ の 他

親 子 会 社
会

社
そ の 他



20 - 6

変更案 変更前 変更理由 　変更内容

6 採用・転入・転出研
究者数の区分の変
更

・新規採用者に「うち
自然科学部門」、「理
学」、「工学」、「農
学」、「保健」、「うち
医学」、「うち歯学」及
び「うち薬学」の内訳
を追加
・採用・転入研究者
のうち博士号取得者
を追加

○調査票甲（企業B)〔４面〕
　【５】採用・転入・転出研究者数

○調査票甲（企業B)〔４面〕
　【５】採用・転入研究者数及び【６】転出研究者数

調査票甲（企業Ａ）１と同じ。

調査票甲（企業B）

う ち 親 子 会 社

百 十 一 人

転 出 研 究 者 数

千 百 十 一 人 千万

【６】 転出研究者数を記入してください。

総 数 うち女性

うち
薬学

うち
歯学

総 数

万 千 百 十 一 人 千 一百 十 人

うち女性

新 規 採 用 者 数

うち自然科学部門

工 学

農 学

保 健

理 学

うち
医学

転 入 研 究 者 数

そ の 他

うち親子会社

公 的 機 関

大 学 等

会 社

非 営 利 団 体

転 入 研 究 者 数

人

新 規 採 用 者 数

千 百 十 一 人万 千 百 十 一

【５】 採用・転入研究者数を記入してください。

総 数 うち女性

○ 転 入 研 究 者 に つ い て は 、 転 入 前 の 勤 務 先 を 、 「 調 査 票 記
入 上 の 注 意 」 の 「 組 織 分 類 表 」 区 分 に 従 っ て 、 記 入 し て く

○ 「 転 出 研 究 者 」 と は 、 「 【 ４ 】 研 究 関 係 従 業 者 」 の 「 研

○ 出 向 者 も 記 入 の 対 象 と し て く だ さ い 。

○ 昨 年 の ４ 月 １ 日 か ら 今 年 の ３ 月 31 日 ま で の 異 動 に つ い て
記 入 し て く だ さ い 。

【５】 採用・転入・転出研究者数を記入してください

　ださい。

○ 新 規 採 用 者 の う ち 、 自 然 科 学 に 関 す る 研 究 を行 う部 署 に
配 属 さ れ た 者 は 、 研 究 内 容 別 に 記 入 し て く だ さ い 。

の 「 研 究 者 」 に あ た る 者 で 外 部 か ら 加 わ っ た 者 をい い ま す 。
○ 「 採 用 ・ 転 入 研 究 者 」 と は 、 「 【 ４ 】 研 究 関 係 従 業 者 」

究 者 」 に あ た る 者 で 外 部 に 転 出 し た 者 を い い ま す 。
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変更案 変更前 変更理由 　変更内容

そ の 他

うち
親子会社

うち
親子会社

大 学 等

非 営 利 団 体

公 的 機 関

会 社

転 出 研 究 者 数

新規採用者のうち
博士号取得者

転入研究者のうち
博士号取得者

の「研究者」にあたる者で外部に転出した者をいいます。
（昨年の４月１日から今年の３月31日までの異動について記
 入してください。）

○　出向者も記入の対象としてください。

○　「採用・転入研究者」とは、「【４】 研究関係従業者」
の「研究者」にあたる者で外部から加わった者をいいます。
（昨年の４月１日から今年の３月31日までの異動について記
 入してください。）

○　「転出研究者」とは、「【４】 研究関係従業者」
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変更案 変更前 変更理由 　変更内容

7 開発研究の定義の
変更

○調査票甲（企業B)〔第５面〕
　【８】性格別研究費

○調査票甲（企業B)〔第５面〕
　【９】性格別研究費

8 社外から受け入れた
研究費の内訳区分
の変更

・「会社」の内訳に
「親子会社」及び「そ
の他」を追加
・「外国」を「海外」に
変更

○調査票甲（企業B）〔第６面〕
　【９】社外から受け入れた研究費

○調査票甲（企業B)〔第６面〕
　【10】社外から受け入れた研究費

調査票甲（企業Ａ）４と同じ。

調査票甲（企業Ａ）２と同じ。

　基礎研究、応用研究及び実際の経験から得た知識

工程等の導入又は既存のこれらのものの改良をねら
いとする研究をいいます。

の利用であり、新しい材料、装置、製品、システム、

③　開発研究

に関して新しい知識を得るために行われる理論的又
は実験的研究をいいます。

②　応用研究
　特定の目標を定めて実用化の可能性を確かめる研
究や、既に実用化されている方法に関して新たな応
用方法を探索する研究をいいます。

　分類の一般的定義は以下のとおりです。
①　基礎研究

説や理論を形成するため又は現象や観察可能な

　特別な応用、用途を直接に考慮することなく、仮

　基礎研究、応用研究及び実際の経験から得た知識

サービス、システム、装置、材料、工程等の創出又
は既存のこれらのものの改良をねらいとする研究を

を活用し、付加的な知識を創出して、新しい製品、

は実験的研究をいいます。

いいます。

用方法を探索する研究をいいます。

特別な応用、用途を直接に考慮することなく、仮

に関して新しい知識を得るために行われる理論的又

特定の目標を定めて実用化の可能性を確かめる研
究や、既に実用化されている方法に関して新たな応

　分類の一般的定義は以下のとおりです。

説や理論を形成するため又は現象や観察可能な事実

③　開発研究

②　応用研究

①　基礎研究

公

的

機

関 公 営 企 業 ・ 公 庫 等

そ の 他

国 ・ 公 立 大 学

会 社

私 立 大 学

非 営 利 団 体

国 ・ 公 営 、 独 立 行 政
法 人 等 の 研 究 機 関

円

国

地 方 公 共 団 体

千億 百億 十億 億 千万 百万億 千万 百万 十万 万 円

   ～   の計
   ～   の計

受 入 額 う ち社内で使用した研究費
総 額 千億 百億 十億 十万 万

   ～   の計
   ～   の計

受 入 額 う ち社内で使用した研究費
総 額 千億 百億 十億 十万 万兆 円

国

地 方 公 共 団 体

千億 百億 十億 億 千万 百万億 千万 百万 十万 万兆 円

公

的

機

関

国 ・ 公 営 、 独 立 行 政
法 人 等 の 研 究 機 関

公 営 企 業 ・ 公 庫 等

そ の 他

私 立 大 学

親 子 会 社
会

社
そ の 他

国 ・ 公 立 大 学
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変更案 変更前 変更理由 　変更内容

9 社外へ支出した研究
費の内訳区分の変
更

・「会社」の内訳に
「親子会社」及び「そ
の他」を追加
・「外国」を「海外」に
変更

○調査票甲（企業B)〔第７面〕
　【10】社外へ支出した研究費

○調査票甲（企業B)〔第７面〕
　【11】社外へ支出した研究費

調査票甲（企業Ａ）５と同じ。

大 学

そ の 他

外

国

非 営 利 団 体

会 社

      
      

      
      

そ の 他

親 子 会 社

そ の 他海

外

会

社

非 営 利 団 体

大 学

   ～   の計
   ～   の計

支 出 額 う ち自 己資 金か ら支 出し た研 究費
総 額 千億 百億 十億 十万 万 円百億 十億 億 千万 百万

そ の 他

会 社

私 立 大 学

国 ・ 公 立 大 学

公

的

機

関

国 ・ 公 営 、 独 立 行 政
法 人 等 の 研 究 機 関

公 営 企 業 ・ 公 庫 等

千億億 千万 百万 十万 万 円

非 営 利 団 体

会 社
外

国

大 学

そ の 他

公

的

機

関

支 出 額
総 額 千億 百億 十億 十万 万兆 兆

公 営 企 業 ・ 公 庫 等

千億 百億 十億 億億 千万 百万 十万 万 円

   ～   の計
   ～   の計

国 ・ 公 営 、 独 立 行 政
法 人 等 の 研 究 機 関

円

国 ・ 公 立 大 学

千万 百万

そ の 他

う ち 自 己 資 金 か ら 支 出 し た 研 究 費

私 立 大 学

非 営 利 団 体

親 子 会 社
会

社
海

外

そ の 他

大 学

そ の 他

親 子 会 社
会

社
そ の 他
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変更案 変更前 変更理由 　変更内容

10 形式的修正 ○調査票乙〔第２面〕
　【６】研究内容の学問別区分

○調査票乙〔第２面〕
　【６】研究内容の額分別区分

形式的修正

11 任期無し研究者の追
加

○調査票乙〔第２面〕
　【７】研究関係従業者数

（新規） ・　基本計画において、「大学及び公的研究
機関においては、ポストドクター等として実
績を積んだ若手研究者が挑戦できる任期
を付さないポストを拡充することが求められ
る。」という記載に基づく具体的な数値目標
として、「第５期基本計画期間中に、40歳未
満の大学本務教員の数を１割増加させると
ともに、将来的に、我が国全体の大学本務
教員に占める40歳未満の教員の割合が３
割以上となることを目指す。」とされた。これ
を踏まえ、「任期無し研究者」及び内数の
「うち40歳未満」を追加する。

調査票乙（非営利団体・公的機関）

万 千 百 一十

任期無し研究者

うち40歳未満

人

⑥

⑥　「任期無し研究者」とは、「研究関係従業者」の「研究者」にあたる者のうち、雇用契約期間の定めがない者（定
　年までの場合を含む。）をいいます。

1 2 3 4 5 6 7 保　健 10 11
文
　
学

経
済
学

社
会
学

社
会
科
学

人
文
・

そ
の
他
の

理
　
学

工
　
学

農
　
学

教
育
学

そ
の
他

 　学 問 別 区 分 8 9
薬
学

歯
・

医
・

そ
の
他

うち主なもの

　 該　当　区　分

【６】研究内容の学問別区分について該当するすべてを選んでください（学問別区分が２つ以上の項目

      にわたる場合は、そのうち主なものを１つ選んでください）

【６】研究内容の学問別区分について該当するすべてを選んでください（学問別区分が２つ以上の項目

      にわたる場合は、そのうち主なものを１つ選んでください）
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変更案 変更前 変更理由 　変更内容

12 ○調査票乙〔第３面〕
　【８】採用・転入・転出研究者数

○調査票乙〔第３面〕
　【８】採用・転入研究者数及び【９】転出研究者数

調査票甲（企業Ａ）１と同じ。採用・転入・転出研
究者数の区分の変
更

・新規採用者に「うち
自然科学部門」、「理
学」、「工学」、「農
学」、「保健」、「うち
医学」、「うち歯学」及
び「うち薬学」の内訳
を追加
・採用・転入研究者
のうち博士号取得者
を追加

転 出 研 究 者 数

人万 千 百 十 一 人 千 百 十 一

うち女性

【９】 転出研究者数を記入してください。

総 数

大 学 等

そ の 他

会 社

非 営 利 団 体

転 入 研 究 者 数

公 的 機 関

新 規 採 用 者 数

人万 千 百 十 一 人 千 百 十 一

【８】 採用・転入研究者数を記入してください。

総 数 うち女性

うち
医学

うち
歯学

非 営 利 団 体

農 学

保 健

工 学

転 入 研 究 者 数

会 社

うち
薬学

新 規 採 用 者 数

うち自然科学部門

理 学

総 数 うち女性
万 千 百 十 一 人 千 百 十 一 人

○　昨年の４月１日から今年の３月31日までの異動について記入してください。

○ 「採用・転入研究者」とは、「【７】 研究関係従業者」の「研究者」にあたる者で外部から加わった者 をいいます。
○　新規採用者のうち、自然科学に関する研究を行う部署に配属された者は、研究内容別に記入してください。
○　転入研究者については、転入前の勤務先を、「調査票記入上の注意」の「組織分類表」区分に従って、記入してくだ

○　「転出研究者」とは、「【７】研究関係従業者」の「研究者」にあたる者で外部に転出した者をいいます。

【８】 採用・転入・転出研究者数を記入してください

　さい。

○　出向者も記入の対象としてください。

の「研究者」にあたる者で外部に転出した者をいいます。
（昨年の４月１日から今年の３月31日までの異動について記

○　出向者も記入の対象としてください。

 入してください。）

の「研究者」にあたる者で外部から加わった者をいいます。
（昨年の４月１日から今年の３月31日までの異動について記

○　「採用・転入研究者」とは、「【７】 研究関係従業者」

 入してください。）

○　「転出研究者」とは、「【７】 研究関係従業者」
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変更案 変更前 変更理由 　変更内容

13 開発研究の定義の
変更

○調査票乙〔第６面〕
　【11】性格別研究費

○調査票乙〔第５面〕
　【12】性格別研究費

調査票甲（企業Ａ）２と同じ。

新規採用者のうち
博士号取得者

転入研究者のうち
博士号取得者

公 的 機 関

大 学 等

そ の 他

転 出 研 究 者 数

　基礎研究、応用研究及び実際の経験から得た知識

サービス、システム、装置、材料、工程等の創出又
は既存のこれらのものの改良をねらいとする研究を

を活用し、付加的な知識を創出して、新しい製品、

は実験的研究をいいます。

いいます。

用方法を探索する研究をいいます。

特別な応用、用途を直接に考慮することなく、仮

に関して新しい知識を得るために行われる理論的又

特定の目標を定めて実用化の可能性を確かめる研
究や、既に実用化されている方法に関して新たな応

　分類の一般的定義は以下のとおりです。

説や理論を形成するため又は現象や観察可能な事実

③　開発研究

②　応用研究

①　基礎研究

　基礎研究、応用研究及び実際の経験から得た知識

工程等の導入又は既存のこれらのものの改良をねら
いとする研究をいいます。

の利用であり、新しい材料、装置、製品、システム、

③　開発研究

に関して新しい知識を得るために行われる理論的又
は実験的研究をいいます。

②　応用研究
　特定の目標を定めて実用化の可能性を確かめる研
究や、既に実用化されている方法に関して新たな応
用方法を探索する研究をいいます。

　分類の一般的定義は以下のとおりです。
①　基礎研究

説や理論を形成するため又は現象や観察可能な

　特別な応用、用途を直接に考慮することなく、仮



20 - 13

変更案 変更前 変更理由 　変更内容

14 特定目的別研究費
の区分の変更

・特定目的３分野の
研究費の廃止

○調査票乙〔第６面〕
　【12】特定目的別研究費

（削除）

○調査票乙〔第５面〕
　【13】特定目的別研究費

調査票甲（企業Ａ）３と同じ。

十万 万 円

エ ネ ル ギ ー 分 野

宇 宙 開 発 分 野

ナノテクノロジー分野

情 報 通 信 分 野

環 境 分 野

物 質 ・ 材 料 分 野

震災からの復興、
再生の実現

グリーンイノベー
ションの推進

ライフイノベーショ
ンの推進

海 洋 開 発 分 野

ライフサイエンス分野

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万 円 千億 百億 十億 億 千万 百万

円千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万

環 境 分 野 宇 宙 開 発 分 野

物 質 ・ 材 料 分 野 海 洋 開 発 分 野

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万 円 兆 百億

情 報 通 信 分 野 エ ネ ル ギ ー 分 野

兆 十億 億 万 円

ライフサイエンス分野 ナノテクノロジー分野

千万 百万 十万

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧



20 - 14

変更案 変更前 変更理由 　変更内容

15 外部から受け入れた
研究費の内訳区分
の変更

・「外国」を「海外」に
変更

○調査票乙〔第７面〕
　【13】外部から受け入れた研究費

○調査票乙〔第６面〕
　【14】外部から受け入れた研究費

調査票甲（企業Ａ）４と同じ。

＜特定目的別研究費について＞

①　「ライフサイエンス分野」とは、生命現象及び生物の諸機能を解明するとともに、その成果を医療、農業、工業、環境保

　全、エネルギー開発などの諸分野に広く活用し、人間生活の向上発展を指向する研究をいいます。

②　「情報通信分野」とは、ハードウェア、ソフトウェアに関する研究のほか、ネットワークの高度化、膨大な情報の高速分

　析・処理や蓄積が可能な高度コンピューティングの開発等に関する研究をいいます。

③　「環境分野」とは、自然環境の汚染が生命・財産に与える影響の解明、自然環境の汚染及び破壊の防除、無公害化の達成

　などに関する研究をいいます。

④　「物質・材料分野」とは、情報通信、医療等の基盤となる原子・分子サイズでの物質の構造等の解明・制御、省エネルギ

　ー・省資源・リサイクルに応える付加価値の高いエネルギー・環境用物質・材料の開発等に関する研究をいいます。

⑤　「ナノテクノロジー分野」とは、ナノサイズ特有の物質特性等を利用した機能の発現等に関する研究をいいます。

⑥　「エネルギー分野」とは、エネルギー資源の開発及びその合理的利用に関する探査、生産、転換、輸送、消費、安全等に

　関する研究をいいます。

⑦　「宇宙開発分野」とは、ロケット及び人口衛星に関する研究並びに追跡・通信等のための地上設備に関する研究をいいま

　す。

⑧　「海洋開発分野」とは、生物資源の増養殖、鉱物資源の開発、海洋空間、海水の利用等の研究に関する海洋調査及び技術

　開発をいいます。

   ～   の計
   ～   の計

十万 万 円

受 入 額 う ち内部で使用した研究費
総 額 千億 百億 十億

私 立 大 学

十万 万 円

国

地 方 公 共 団 体

国 ・ 公 立 大 学

千億 百億 十億 億 千万 百万億 千万 百万

公

的

機

関

国 ・ 公 営 、 独 立 行 政
法 人 等 の 研 究 機 関

公 営 企 業 ・ 公 庫 等

そ の 他

会 社

非 営 利 団 体

会 社
外

国

大 学

そ の 他

   ～   の計
   ～   の計

十万 万 円

受 入 額 う ち内部で使用した研究費
総 額 千億 百億 十億兆 兆

私 立 大 学

十万 万 円

国

地 方 公 共 団 体

国 ・ 公 立 大 学

千億 百億 十億 億 千万 百万億 千万 百万

公

的

機

関

国 ・ 公 営 、 独 立 行 政
法 人 等 の 研 究 機 関

公 営 企 業 ・ 公 庫 等

そ の 他

会 社

非 営 利 団 体

会 社
海

外

大 学

そ の 他



20 - 15

変更案 変更前 変更理由 　変更内容

16 外部へ支出した研究
費の内訳区分の変
更

・「外国」を「海外」に
変更

○調査票乙〔第８面〕
　【14】外部へ支出した研究費

○調査票乙〔第７面〕
　【15】外部へ支出した研究費

調査票甲（企業Ａ）５と同じ。

   ～   の計
   ～   の計

支 出 額 う ち自 己資 金か ら支 出し た研 究費
総 額 千億 百億 十億 十万 万 円百億 十億 億 千万 百万

そ の 他

会 社

私 立 大 学

国 ・ 公 立 大 学

公

的

機

関

国 ・ 公 営 、 独 立 行 政
法 人 等 の 研 究 機 関

公 営 企 業 ・ 公 庫 等

千億億 千万 百万 十万 万 円

非 営 利 団 体

会 社
外

国

大 学

そ の 他

支 出 額 う ち 自 己 資 金 か ら 支 出 し た 研 究 費
総 額 千億 百億 十億 十万 万 円兆 兆 百億

公

的

機

関

国 ・ 公 営 、 独 立 行 政
法 人 等 の 研 究 機 関

公 営 企 業 ・ 公 庫 等

千億億 千万 百万 十万 万 円

   ～   の計
   ～   の計

十億 億 千万 百万

そ の 他

国 ・ 公 立 大 学

会 社

私 立 大 学

非 営 利 団 体

会 社
海

外

大 学

そ の 他



20 - 16

変更案 変更前 変更理由 　変更内容

17 形式的修正 ○調査票丙〔第２面〕
　【３】研究内容の学問別区分

○調査票丙〔第２面〕
　【３】研究内容の学問別区分

形式的修正

18 任期無し研究者の追
加

○調査票丙〔第２面〕
　【４】従業者数

（新規） 調査票乙11と同じ。

調査票丙（大学等）

うち40歳未満

人

任期無し研究者

万 千 百 十 一

⑥

　者（定年までの場合を含む。）をいいます。
⑥　「任期無し研究者」とは、「従業者」の「教員」又は「その他の研究員」にあたる者のうち、雇用契約期間の定めがない

1 2 3 4 5 6 7
教
育
学

そ
の
他

 　学 問 別 区 分 8 9
薬
学

歯
学
・

医
学
・

そ
の
他

保　健 10 11
文
　
学

経
済
学

社
会
学

社
会
科
学

人
文
・

そ
の
他
の

理
　
学

工
　
学

農
　
学

　 該　当　区　分

うち主なもの

1 2 3 4 5 6 7 保　健 10 11
文
　
学

経
済
学

社
会
学

社
会
科
学

人
文
・

そ
の
他
の

理
　
学

工
　
学

農
　
学

教
育
学

そ
の
他

 　学 問 別 区 分 8 9
薬
学

歯
・

医
・

そ
の
他

うち主なもの

　 該　当　区　分

【３】研究内容の学問別区分について該当するすべてを選んでください（学問別区分が２つ以上の項目

　　　にわたる場合は、そのうち主なものを１つ選んでください）

【３】研究内容の学問別区分について該当するすべてを選んでください（学問別区分が２つ以上の項目

　　　にわたる場合は、そのうち主なものを１つ選んでください）



20 - 17

変更案 変更前 変更理由 　変更内容

19 採用・転入・転出研
究者数の区分の変
更

・新規採用者に「うち
自然科学部門」、「理
学」、「工学」、「農
学」、「保健」、「うち
医学」、「うち歯学」及
び「うち薬学」の内訳
を追加
・採用・転入研究者
のうち博士号取得者
を追加

○調査票丙 〔第３面〕
　【５】採用・転入・転出研究者数

○調査票丙 〔第３面〕
　【５】採用・転入研究者数及び【６】転出研究者数

調査票甲（企業Ａ）１と同じ。

○　出向者も記入の対象としてください。

　わった者をいいます。

【５】 採用・転入・転出研究者数を記入してください

○　新規採用者のうち、自然科学に関する研究を行う部署に配属された者は、研究内容別に記入してください。

○　昨年の４月１日から今年の３月31日までの異動について記入してください。

○ 「採用・転入研究者」とは、「【４】 従業者」の「教員」、「医局員」及び「その他の研究員」にあたる者で外部から加

○ 「転出研究者」とは、「【４】従業者」の「教員」、「医局員」及び「その他の研究員」にあたる者で外部に転出した者

○　転入研究者については、転入前の勤務先を、「調査票記入上の注意」の「組織分類表」区分に従って、記入してください。

　をいいます。

千 百 十 一 人

総 数 うち女性

新 規 採 用 者 数

千 百 十 一 人万

万 千

転 入 研 究 者 数

うち医学

うち薬学

保 健

うち歯学

うち自然科学部門

理 学

工 学

農 学

一 人

そ の 他

会 社

転 出 研 究 者 数

大 学 等

公 的 機 関

非 営 利 団 体

百 十 一 人 千 百 十

○ 「採 用 ・転 入 研 究 者 」とは 、 「【４】 従業 者」数の 「教

○ 「転 出 研 究 者 」とは 、 「【４】 従 業 者 」数 の 「教 員 」、
「医局員 」及び「そ の他の研究員 」にあたる者で外部に

員 」、「医局員」及び「そ の他の研究員 」にあたる者で外

の３月31日までの異動について記入してください。）

31日までの異動について記入してください。）

○　出向者も記入の対象としてください。

部から加わった者をいいます。（昨年の４月１日から今年

転出した者をいいます。（昨年の４月１日から今年の３月



20 - 18

変更案 変更前 変更理由 　変更内容

20 開発研究の定義の
変更

○調査票丙〔第６面〕
　【９】性格別研究費

○調査票丙〔第６面〕
　【10】性格別研究費

21 特定目的別研究費
の区分の変更

・特定目的３分野の
研究費の廃止

○調査票丙〔第６面〕
　【10】特定目的別研究費

（削除）

○調査票丙〔第６面〕
　【11】特定目的別研究費

調査票甲（企業Ａ）３と同じ。

調査票甲（企業Ａ）２と同じ。

十万 万 円

エ ネ ル ギ ー 分 野

宇 宙 開 発 分 野

ナノテクノロジー分野

情 報 通 信 分 野

環 境 分 野

物 質 ・ 材 料 分 野

震災からの復興、
再生の実現

グリーンイノベー
ションの推進

ライフイノベーショ
ンの推進

海 洋 開 発 分 野

ライフサイエンス分野

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万 円 千億 百億 十億 億 千万 百万

円千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万

＜特定目的別研究費について＞

①　「ライフサイエンス分野」とは、生命現象及び生物の諸機能を解明するとともに、その成果を医療、農業、工業、環境保

　全、エネルギー開発などの諸分野に広く活用し、人間生活の向上発展を指向する研究をいいます。

②　「情報通信分野」とは、ハードウェア、ソフトウェアに関する研究のほか、ネットワークの高度化、膨大な情報の高速分

　析・処理や蓄積が可能な高度コンピューティングの開発等に関する研究をいいます。

③　「環境分野」とは、自然環境の汚染が生命・財産に与える影響の解明、自然環境の汚染及び破壊の防除、無公害化の達成

　などに関する研究をいいます。

④　「物質・材料分野」とは、情報通信、医療等の基盤となる原子・分子サイズでの物質の構造等の解明・制御、省エネルギ

　ー・省資源・リサイクルに応える付加価値の高いエネルギー・環境用物質・材料の開発等に関する研究をいいます。

⑤　「ナノテクノロジー分野」とは、ナノサイズ特有の物質特性等を利用した機能の発現等に関する研究をいいます。

⑥　「エネルギー分野」とは、エネルギー資源の開発及びその合理的利用に関する探査、生産、転換、輸送、消費、安全等に

　関する研究をいいます。

⑦　「宇宙開発分野」とは、ロケット及び人口衛星に関する研究並びに追跡・通信等のための地上設備に関する研究をいいま

　す。

⑧　「海洋開発分野」とは、生物資源の増養殖、鉱物資源の開発、海洋空間、海水の利用等の研究に関する海洋調査及び技術

　開発をいいます。

　分類の一般的定義は以下のとおりです。
①　基礎研究

説や理論を形成するため又は現象や観察可能な

　特別な応用、用途を直接に考慮することなく、仮

③　開発研究

に関して新しい知識を得るために行われる理論的又
は実験的研究をいいます。

②　応用研究
　特定の目標を定めて実用化の可能性を確かめる研
究や、既に実用化されている方法に関して新たな応
用方法を探索する研究をいいます。

　基礎研究、応用研究及び実際の経験から得た知識

工程等の導入又は既存のこれらのものの改良をねら
いとする研究をいいます。

の利用であり、新しい材料、装置、製品、システム

　分類の一般的定義は以下のとおりです。

説や理論を形成するため又は現象や観察可能な事実

①　基礎研究

いいます。

用方法を探索する研究をいいます。

特別な応用、用途を直接に考慮することなく、仮

に関して新しい知識を得るために行われる理論的又

特定の目標を定めて実用化の可能性を確かめる研
究や、既に実用化されている方法に関して新たな応

③　開発研究

②　応用研究

　基礎研究、応用研究及び実際の経験から得た知識

サービス、システム、装置、材料、工程等の創出又
は既存のこれらのものの改良をねらいとする研究を

を活用し、付加的な知識を創出して、新しい製

は実験的研究をいいます。

億 万 円

ナノテクノロジー分野

千万 百万 十万百億

情 報 通 信 分 野 エ ネ ル ギ ー 分 野

兆 十億

ライフサイエンス分野

環 境 分 野 宇 宙 開 発 分 野

物 質 ・ 材 料 分 野 海 洋 開 発 分 野

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万 円 兆

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧



20 - 19

変更案 変更前 変更理由 　変更内容

22 外部から受け入れた
研究費の内訳区分
の変更

・「外国」を「海外」に
変更

○調査票丙〔第７面〕
　【11】外部から受け入れた研究費

○調査票丙〔第７面〕
　【12】外部から受け入れた研究費

調査票甲（企業Ａ）４と同じ。

23 外部へ支出した研究
費の内訳区分の変
更

・「外国」を「海外」に
変更

○調査票丙〔第８面〕
　【12】外部へ支出した研究費

○調査票丙〔第８面〕
　【13】外部へ支出した研究費

調査票甲（企業Ａ）５と同じ。

   ～   の計
   ～   の計

十万 万 円

受 入 額 う ち内部で使用した研究費
総 額 千億 百億 十億

私 立 大 学

十万 万 円

国

地 方 公 共 団 体

国 ・ 公 立 大 学

千億 百億 十億 億 千万 百万億 千万 百万

公

的

機

関

国 ・ 公 営 、 独 立 行 政
法 人 等 の 研 究 機 関

公 営 企 業 ・ 公 庫 等

そ の 他

会 社

非 営 利 団 体

会 社
外

国

大 学

そ の 他

   ～   の計
   ～   の計

十万 万 円

受 入 額 う ち内部で使用した研究費
総 額 千億 百億 十億兆 兆

私 立 大 学

十万 万 円

国

地 方 公 共 団 体

国 ・ 公 立 大 学

千億 百億 十億 億 千万 百万億 千万 百万

公

的

機

関

国 ・ 公 営 、 独 立 行 政
法 人 等 の 研 究 機 関

公 営 企 業 ・ 公 庫 等

そ の 他

会 社

非 営 利 団 体

会 社
海

外

大 学

そ の 他

   ～   の計
   ～   の計

支 出 額 う ち自 己資 金か ら支 出し た研 究費
総 額 千億 百億 十億 十万 万 円百億 十億 億 千万 百万

そ の 他

会 社

国 ・ 公 立 大 学

公

的

機

関

国 ・ 公 営 、 独 立 行 政
法 人 等 の 研 究 機 関

公 営 企 業 ・ 公 庫 等

千億億 千万 百万 十万 万 円

支 出 額 う ち 自 己 資 金 か ら 支 出 し た 研 究 費
総 額 千億 百億 十億 十万 万 円兆 兆 百億

公

的

機

関

国 ・ 公 営 、 独 立 行 政
法 人 等 の 研 究 機 関

公 営 企 業 ・ 公 庫 等

千億億 千万 百万 十万 万 円

   ～   の計
   ～   の計

十億 億 千万 百万

そ の 他

国 ・ 公 立 大 学

会 社



20 - 20

変更案 変更前 変更理由 　変更内容

24 金額記入欄の変更

・金額記入欄に兆の
位を追加

○（例）調査票甲（企業A)〔第５面〕
　【７】社内で使用した研究費

○（例）調査票甲（企業A)〔第５面〕
　【８】社内で使用した研究費

・　調査対象によっては、研究費が１兆円を
超える可能性があるため、金額記入欄に兆
の位を設ける。

全調査票共通

兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万 円

総　　　額

有 形 固 定 資 産 の

人 件 費

原 材 料 費

①

②

購入費

土 地 ・ 建 物 な ど

③

機 械 ・ 器 具・ 装置

など

減価償却費
⑦

有 形 固 定 資 産 の

無 形 固 定 資 産 の

う ち ソ フ ト ウ ェ ア

購入費
④

⑤

⑥

そ の 他 の 経 費

リ ー ス 料

そ の 他 の 有 形

固定資産

減価償却費
⑦

そ の 他 の 経 費

⑥

有 形 固 定 資 産 の

う ち ソ フ ト ウ ェ ア

リ ー ス 料

⑤

無 形 固 定 資 産 の

購入費
④

そ の 他 の 有 形

固定資産

土 地 ・ 建 物 な ど

機 械 ・ 器 具・ 装置

など

原 材 料 費

②

有 形 固 定 資 産 の

購入費
③

人 件 費

①

十万 万 円

総　　　額

千億 百億 十億 億 千万 百万

      
      

会 社

私 立 大 学

非 営 利 団 体

会 社
外

国

大 学

そ の 他

      
      

会 社

私 立 大 学

非 営 利 団 体

会 社
海

外

大 学

そ の 他
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調査計画（変更後） 

 
１ 調査の名称 

  科学技術研究調査 

 

２ 調査の目的 

本調査は、我が国における科学技術に関する研究費や研究者数等の研究活動の実態

を調査し、科学技術振興に必要な基礎資料を得ることを目的とする。 

 

３ 調査対象の範囲 

（１）地域的範囲 

   全国 

  

（２）属性的範囲 

  【調査票甲（企業Ａ）】 

日本標準産業分類に掲げる次の産業を主たる事業とする資本金又は出資金が１

億円以上の会社法（平成17年法律第86号。以下同じ。）に規定する会社。 

・「大分類Ａ－農業，林業」 

・「大分類Ｂ－漁業」 

・「大分類Ｃ－鉱業，採石業，砂利採取業」 

・「大分類Ｄ－建設業」 

・「大分類Ｅ－製造業」 

・「大分類Ｆ－電気・ガス・熱供給・水道業」 

・「大分類Ｇ－情報通信業」 

・「大分類Ｈ－運輸業，郵便業」 

・「大分類Ｉ－卸売業，小売業」のうち「中分類50－各種商品卸売業、中分類51

－繊維・衣服等卸売業、中分類52－飲食料品卸売業、中分類53－建築材料，鉱

物・金属材料等卸売業、中分類54－機械器具卸売業、中分類55－その他の卸売

業」 

・「大分類Ｊ－金融業，保険業」のうち「中分類62－銀行業、中分類64－貸金業，

クレジットカード業等非預金信用機関（「6491政府関係金融機関」を除く。）、

中分類65－金融商品取引業，商品先物取引業、中分類66－補助的金融業等、中

分類67－保険業（保険媒介代理業，保険サービス業を含む）」 

・「大分類Ｌ－学術研究，専門・技術サービス業」のうち「中分類71－学術・開

発研究機関、中分類72－専門サービス業（他に分類されないもの）、中分類74
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－技術サービス業（他に分類されないもの）」 

・「大分類Ｒ－サービス業（他に分類されないもの）」のうち「中分類91－職業

紹介・労働者派遣業、中分類92－その他の事業サービス業」 

 

  【調査票甲（企業Ｂ）】 

日本標準産業分類に掲げる次の産業を主たる事業とする資本金又は出資金が１

千万円以上１億円未満の会社法に規定する会社。 

・「大分類Ａ－農業，林業」 

・「大分類Ｂ－漁業」 

・「大分類Ｃ－鉱業，採石業，砂利採取業」 

・「大分類Ｄ－建設業」 

・「大分類Ｅ－製造業」 

・「大分類Ｆ－電気・ガス・熱供給・水道業」 

・「大分類Ｇ－情報通信業」 

・「大分類Ｈ－運輸業，郵便業」 

・「大分類Ｉ－卸売業，小売業」のうち「中分類50－各種商品卸売業、中分類51

－繊維・衣服等卸売業、中分類52－飲食料品卸売業、中分類53－建築材料，鉱

物・金属材料等卸売業、中分類54－機械器具卸売業、中分類55－その他の卸売

業」 

・「大分類Ｊ－金融業，保険業」のうち「中分類62－銀行業、中分類64－貸金業，

クレジットカード業等非預金信用機関（「6491政府関係金融機関」を除く。）、

中分類65－金融商品取引業，商品先物取引業、中分類66－補助的金融業等、中

分類67－保険業（保険媒介代理業，保険サービス業を含む）」 

・「大分類Ｌ－学術研究，専門・技術サービス業」のうち「中分類71－学術・開

発研究機関、中分類72－専門サービス業（他に分類されないもの）、中分類74

－技術サービス業（他に分類されないもの）」 

・「大分類Ｒ－サービス業（他に分類されないもの）」のうち「中分類91－職業

紹介・労働者派遣業、中分類92－その他の事業サービス業」 

 

【調査票乙（非営利団体・公的機関）】 

・独立行政法人等登記令（昭和39年政令第28号）の別表に掲げる特殊法人及び独

立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第２条第１項に規定する独立行政

法人（独立行政法人国立高等専門学校機構を除く。）のうち科学技術に関する

試験研究又は調査研究を行うことを目的として設置されたもの（特殊法人等整

理合理化計画（平成13年12月19日閣議決定）により独立行政法人となった法人

のうち、独立行政法人となる前に産業連関表において生産活動主体分類が「産
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業」に分類されており、かつ研究を実施している法人を含む。）。 

・科学技術に関する試験研究又は調査研究を主たる目的としている法人。 

・科学技術に関する試験研究又は調査研究を目的として設置されている国の機関、

地方公共団体の施設。 

 

  【調査票丙（大学等）】 

学校教育法（昭和22年法律第26号）に基づく大学の学部（大学院の研究科を含む。）、

短期大学、高等専門学校、大学附置研究所、大学附置研究施設、国立大学法人法（平

成15年法律第112号）に基づく大学共同利用機関法人及び独立行政法人国立高等専

門学校機構法（平成15年法律第113号）に基づく独立行政法人国立高等専門学校機

構。 

 

４ 報告を求める者 

（１）数 

  【調査票甲（企業Ａ）】約8,000（母集団数：約20,000） 

 

  【調査票甲（企業Ｂ）】約5,000（母集団数：約500,000） 

 

【調査票乙（非営利団体・公的機関）】約1,000 

   

【調査票丙（大学等）】約4,000 

 

（２）選定の方法 

  【調査票甲（企業Ａ）及び（企業Ｂ）】（□全数 ■無作為抽出 □有意抽出） 

事業所母集団データベース及び過去の調査結果から作成した母集団名簿に基づ

き、前年度の研究実施の有無（２区分）を加味した資本金階級（４区分）及び産業

（40区分）の各層から所要の企業数を抽出。 

ただし、資本金又は出資金が 10億円以上の企業、前年度に研究を実施している

資本金又は出資金が１億円以上 10億円未満の企業については、全数を調査。 

抽出する調査対象企業数は、全調査対象数からしっ皆対象の企業数を減じた数を

総数とし、層別（抽出層の研究実施の有無（２区分）・資本金階級（４区分）×産

業（40区分））にネイマン配分により標本数を配分し、従業者規模に応じて系統抽

出。 

なお、標本を配分した結果、標本数が５に満たなかった層の標本数は５とする。 
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【調査票乙（非営利団体・公的機関）】（■全数 □無作為抽出 □有意抽出） 

各府省庁及び地方公共団体から得られた新設・廃業等の更新情報を基に、総務省

統計局で作成した名簿により全数を調査。 

 

  【調査票丙（大学等）】（■全数 □無作為抽出 □有意抽出） 

文部科学省公表の資料を基に、総務省統計局で作成した名簿により全数を調査。 

 

（３）報告義務者 

① 調査組織体の代表者（当該調査組織体が法人の場合にあってはこれを代表する

者をいい、法人以外の場合にあってはこれを管理する者をいう。以下同じ。）が

報告しなければならない。 

② 調査組織体の代表者が不在その他の事由により報告を行うことができないと

きは、事実上当該調査組織体の代表者に代わる者は、当該調査組織体の代表者に

代わって当該報告を行うものとする。 

 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

（１）報告を求める事項（詳細は調査票を参照） 

【調査票甲（企業Ａ）】 

① 名称 

② 所在地 

③ 企業の現況 

④ 従業者総数  

⑤ 資本金 

⑥ 総売上高 

⑦ 国際技術交流の有無 

⑧ 技術輸出及び技術輸入別相手先企業の国籍名及び金額 

⑨ 研究実施の有無 

⑩ 研究関係従業者数 

⑪ 採用・転入研究者数、転出研究者数   

⑫ 研究者の専門別内訳 

⑬ 社内で使用した研究費 

⑭ 性格別研究費 

⑮ 製品・サービス分野別研究費  

⑯ 特定目的別研究費 

⑰ 社外から受け入れた研究費 

⑱ 社外へ支出した研究費 



5 

 

  【調査票甲（企業Ｂ）】 

① 名称 

② 所在地 

③ 企業の現況 

④ 従業者総数  

⑤ 資本金 

⑥ 総売上高 

⑦ 国際技術交流の有無 

⑧ 技術輸出及び技術輸入別相手先企業の国籍名及び金額 

⑨ 研究実施の有無 

⑩ 研究関係従業者数 

⑪ 採用・転入研究者数、転出研究者数  

⑫ 研究者の専門別内訳 

⑬ 社内で使用した研究費 

⑭ 性格別研究費 

⑮ 社外から受け入れた研究費 

⑯ 社外へ支出した研究費 

 

【調査票乙（非営利団体・公的機関）】 

① 名称 

② 所在地 

③ 研究実施の有無 

④ 従業者総数  

⑤ 支出総額 

⑥ 主な事業及び研究の内容 

⑦ 支所・分場の名称及び所在地  

⑧ 研究内容の学問別区分 

⑨ 研究関係従業者数 

⑩ 採用・転入研究者数、転出研究者数 

⑪ 研究者の専門別内訳 

⑫ 内部で使用した研究費 

⑬ 性格別研究費 

⑭ 特定目的別研究費 

⑮ 外部から受け入れた研究費 

⑯ 外部へ支出した研究費 
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【調査票丙（大学等）】 

① 名称 

② 所在地 

③ 大学等の種類 

④ 分校・分場の名称及び所在地 

⑤ 研究内容の学問別区分 

⑥ 従業者数 

⑦ 採用・転入研究者数、転出研究者数 

⑧ 研究本務者の専門別内訳 

⑨ 支出総額 

⑩ 内部で使用した研究費 

⑪ 性格別研究費 

⑫ 特定目的別研究費 

⑬ 外部から受け入れた研究費 

⑭ 外部へ支出した研究費 

 

（２）基準となる期日又は期間 

毎年３月31日（以下、「調査日」という。）現在によって行う。ただし、売上高、

研究費などの財務関係事項は、調査日又はこの直近の決算日から遡る１年間によっ

て行う。 

 

６ 報告を求めるために用いる方法 

（１）調査組織 

調査票の配布：総務省－民間事業者－報告者 

   調査票の回収：報告者－総務省 

 

（２）調査方法（□調査員調査 ■郵送調査 ■オンライン調査 □その他（    ））   

調査は、総務大臣が、民間事業者を活用し、調査票を調査組織体ごとに送付し、

回収することにより行う。 

ただし、調査組織体が政府統計共同利用システムより報告した場合は、政府統計 

共同利用システムから当該調査組織体に係る報告を求める事項を入手する。 

 

７ 報告を求める期間 

（１）調査の周期 

   １年 
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（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限 

   調査日の属する年の５月16日～７月15日 

 

８ 集計事項（詳細については別添参照） 

【調査票甲】 

   （産業別、資本金階級別、売上高階級別、従業者規模及び研究者規模別について） 

    ア 企業の数、従業者総数及び総売上高 

    イ 研究に従事する従業者数 

    ウ 研究費 

    エ 技術交流の対価受払額 

 

【調査票乙】 

   （経営の組織別、学問別、規模別について） 

ア 研究機関の数及び従業者数 

イ 研究に従事する従業者数 

    ウ 支出総額及び研究費 

 

  【調査票丙】 

   （経営の組織別、学問別について） 

ア 大学等の数及び従業者数 

イ 研究に従事する従業者数 

    ウ 支出総額及び研究費 

 

９ 調査結果の公表の方法及び期日 

（１）公表の方法 

   インターネット（e-Stat）及び印刷物により公表する。 

    

（２）公表の期日 

   調査日の属する年の12月 

 

10 使用する統計基準 

調査対象の範囲の画定及び集計結果の産業別の表示において、日本標準産業分類を

使用する。 
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11 調査票情報の保存期間及び保存責任者 

書    類    名 保存期間 保  存  責  任  者 

調    査    票 ２年 

総務省統計局長 調査票の内容が転写され

ている電磁的記録 
永年 

 
12 立入検査等の対象とすることができる事項 

該当なし。 

 

 



（調査計画の別添）

科学技術研究調査　集計事項一覧

番号 表題

（総　括　表) ・・・　５表

1 研究主体，組織別研究関係従業者数

2 研究主体，組織別内部使用研究費，受入研究費及び外部支出研究費

3 研究主体，組織，性格別内部使用研究費

4 研究主体，組織，支出源，支出別内部使用研究費

5 研究主体，組織別採用・転入，転出研究者数

（企業）　・・・　１１表

1 産業，資本金階級別研究関係従業者数，社内使用研究費，受入研究費及び社外支出研究費

2 産業，従業者規模別研究関係従業者数，社内使用研究費，受入研究費及び社外支出研究費

3 産業，売上高階級別研究関係従業者数及び社内使用研究費

4 産業，研究者規模別研究関係従業者数，社内使用研究費，受入研究費及び社外支出研究費

5 産業，専門別研究者数

6 産業，製品・サービス分野別社内使用研究費（資本金１億円以上の企業）

7 産業，特定目的別社内使用研究費（資本金１億円以上の企業）

8
産業，社内使用研究費（上位５社，10社，20社）規模別研究関係従業者数，社内使用研究費，受
入研究費及び社外支出研究費

9 産業別技術輸出対価受取額

10 産業別技術輸入対価支払額

11 産業，州別国際技術交流の対価受払額

（非営利団体・公的機関）　・・・　６表

1 組織，学問別研究関係従業者数，内部使用研究費，受入研究費及び外部支出研究費

2 組織，研究者規模別研究関係従業者数，内部使用研究費，受入研究費及び外部支出研究費

3 組織，学問，専門別研究者数

4 組織，学問，特定目的別内部使用研究費

5 組織，研究者規模，特定目的別内部使用研究費

6 都道府県別研究関係従業者数，内部使用研究費，受入研究費及び外部支出研究費（公営の施設）



番号 表題

（大学等）　・・・　３表

1
組織，大学等の種類，学問別研究関係従業者数，内部使用研究費，受入研究費及び外部支出研究
費

2 組織，大学等の種類，学問，専門別研究本務者数

3 組織，大学等の種類，学問，特定目的別内部使用研究費

（分析表）　・・・　２６表

1
産業（細分類），資本金階級別研究関係従業者数，社内使用研究費，受入研究費及び社外支出研
究費（企業）

2
産業（細分類），従業者規模（５区分）別研究関係従業者数，社内使用研究費，受入研究費及び
社外支出研究費（企業）

3 産業（細分類），専門別研究者数（企業）

4 研究主体，産業（細分類），資本金階級，組織，大学等の種類，学問，性格別内部使用研究費

5
研究主体，産業（細分類），資本金階級，組織，大学等の種類，学問別受入研究費及び外部支出
研究費

6
産業（細分類），資本金階級，製品・サービス分野別社内使用研究費（資本金１億円以上の企
業）

7 産業（細分類），特定目的別社内使用研究費（資本金１億円以上の企業）

8 産業（細分類），資本金階級，国別国際技術交流の対価受払額（企業）

9 研究主体，産業（細分類），組織，大学等の種類，学問別研究関係従業者数(実数)

10
研究主体，産業（細分類），資本金階級，組織，大学等の種類，学問別採用・転入，転出研究者
数

11
産業（細分類），組織，学問，研究関係従業者割合別研究関係従業者数及び内部使用研究費（企
業，非営利団体・公的機関）

12
組織，学問別研究関係従業者数，内部使用研究費，受入研究費及び外部支出研究費（非営利団
体・公的機関）

13 組織，学問，専門別研究者数（非営利団体・公的機関）

14 組織，大学等の種類，学問，専門別研究本務者数（大学等）

15
組織，社会経済目的分類別研究関係従業者数，内部使用研究費，受入研究費及び外部支出研究費
（非営利団体・公的機関）

16 従業者規模（８区分），支出別社内使用研究費（企業）

17 産業別研究関係従業者数，社内使用研究費，受入研究費及び社外支出研究費（中小企業）

18 産業，専門別研究者数（中小企業）

19 産業，性格別社内使用研究費（中小企業）

20 産業別受入研究費及び社外支出研究費　（中小企業）

21 産業別技術輸出対価受取額（中小企業）

22 産業別技術輸入対価支払額（中小企業）

23 産業，州別国際技術交流の対価受払額（中小企業）

24 産業別，研究関係従業者数（実数）（中小企業）

25
産業，資本金階級別研究関係従業者数，社内使用研究費，受入研究費及び社外支出研究費（継続
企業）

26 産業，資本金階級，性格別社内使用研究費（理学・工学・農学・保健）（継続企業）



1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 1 2 3 4 5 6 1 2 3

企業 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ○ ○ ○ ○
非営利団体 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
公的機関 ⑥ ⑥ ⑥ ⑥ ⑥ ⑥ ④ ⑥ ⑥ ④

公営のみ ○
大学等 ④ ④ ④ ④ ④ ④ ④ ④
科学技術研究調査産業分類 48 48 46 48 47 47 47 48 48 48 47

従業者規模 ⑥
研究者規模 ⑤ ④ ④
資本金階級 ⑤
売上高階級 ⑤
社内使用研究費規模（上位区分） ③
学問区分 ② ② ② ② ② ⑫ ⑫ ⑫ 14 14 14

都道府県 48

大学等の種類 ⑤ ⑤ ⑤
調査対象数 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
標本数 ○ ○ ○ ○
従業者総数 ○ ○ ○ ○
総売上高 ○ ○ ○ ○
研究実施調査対象区分

対象数 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
全調査対象数に対する割合 ○ ○ ○
社内(内部)研究実施対象数 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
複数分野研究実施対象数 ○
従業者総数 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
総売上高 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

研究関係従業者数 ⑤ ⑤ ⑤ ② ⑤ ⑤ ⑤ ⑤ ⑤ ⑪
実数 ⑭ ② ② ② ② ② ② ②

研究以外の業務に従事する従業者数 ○
従業者1万人当たりの研究者数 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
採用・転入・転出研究者数 ㉟

㉒ ㉙ ㉛
構成比 ○ ○ ○

うち女性 ㉒ ㉙ ㉛
支出総額 ○ ○ ○ ○
社内(内部)使用研究費 ⑦ ⑫ ⑫ ⑧ ⑫ ○ ⑫ ○ ○ ⑪ ⑪ ○ ○ ⑦ ⑪ ○

構成比 ○ ○ ○
支出源別 ④
支出割合 ③
支出別 ㉑

自己負担研究費 ③ ③ ③ ○ ○ ○ ○ ○
受入研究費 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

組織体数 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
 うち社内(内部)使用 ○ ○ ○ ○

組織体数 ○ ○ ○ ○
社外(外部)支出研究費 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

組織体数 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
 うち自己資金 ○ ○ ○ ○

組織体数 ○ ○ ○ ○
性格別研究費 ④

構成比 ③
製品・サービス分野別研究費 ㉜
特定目的別研究費 ⑧ ⑧ ⑧ ⑧

組織体数 ⑧ ⑧ ⑧ ⑧
１調査対象当たりの社内(内部)使用研究費 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
教員１人当たりの内部使用研究費 ○

○ ○ ○ ○ ○
上位の会社の集中度 ④

○ ○ ○ ○
技術輸出対価受取額 ○ 7

うち親子会社 ○
技術輸入対価支払額 ○ 4

うち親子会社 ○

注） ○及び◇の中の数字は、区分数を示す。
●印は、資本金１億円以上の企業を対象としている。
◇印は、地域別での表章を示す。

集計事項一覧

総　括 企　業 非営利団体・公的機関 大学等

主
体
区
分

 
 
分
 
類
 
項
 
目

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
集
 
 
計
 
 
事
 
 
項

専門別研究者数(大学等は研究本務者数)

研究者(大学等は研究本務者) 1人当たりの社内(内部)使用研究費

総売上高に対する社内使用研究費比率

支出総額に対する内部使用研究費比率

結果表番号

集計事項等



1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

企業 ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
非営利団体 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
公的機関 ④ ④ ⑥ ④ ④ ④ ④ ④
大学等 ④ ④ ④ ④ ④
科学技術研究調査産業分類 224 224 223 223 223 223 223 223 223223 223 48 47 47 47 48 48 47 47 48 47

従業者規模 ⑥ ⑨
資本金階級 ⑤ ⑤ ⑤ ④ ⑤ ⑤ ⑤ ⑤
学問区分　※欄外を参照 ⑯ ⑯ ⑯ ⑯ ⑯ ⑯ ⑯ ⑯
大学等の種類 ⑤ ⑤ ⑥ ⑥ ⑤
社会経済目的分類 ⑭
調査対象数 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
標本数 ○ ○ ○ ○
従業者総数 ○ ○ ○ ○
総売上高 ○ ○ ○ ○ ○ ○
研究実施調査対象区分

対象数 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
全調査対象数に対する割合 ○ ○ ○ ○
社内研究実施対象数 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
社内研究実施標本数 ○
複数分野研究実施対象数 ○
従業者総数 ○ ○ ○ ○ ○ ○
総売上高 ○ ○ ○ ○

研究関係従業者数 ⑤ ⑤ ⑤ ⑤ ○ ⑤ ⑤
実数 ② ② ⑯ ② ② ⑭ ②

従業者に占める研究関係従業者割合 ⑤
従業者1万人当たりの研究者数 ○ ○ ○ ○ ○
採用・転入・転出研究者数 ㉟

㉖ ㉟ 54 ㉖
構成比 ○ ○ ○ ○

うち女性 ㉖ ㉟ 54 ㉖
支出総額 ○
社内(内部)使用研究費 ⑫ ⑫ ○ ⑫ ⑪ ⑦ ○ ⑫ ○ ○ ⑫

構成比 ○
支出別 ⑰

自己負担研究費 ③ ③ ○ ○ ③ ③
受入研究費 ○ ○ ⑯ ○ ○ ○ ③ ○

組織体数 ○ ○ ⑯ ○ ○ ③ ○
 うち内部使用 ⑯ ○ ③

組織体数 ○ 　
社外(外部)支出研究費 ○ ○ ⑭ ○ ○ ○ ③ ○

組織体数 ○ ○ ⑭ ○ ○ ③ ○
 うち自己資金 ⑭ ○ ③

組織体数 ○
性格別研究費 ④ ④ ④

構成比 ③ ③ ③
製品・サービス分野別研究費 ㉜ 　

特定目的別研究費 ⑧
組織体数 ⑧

１調査対象当たりの社内(内部)使用研究費 ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○

○
技術輸出対価受取額 60 ○ 7

うち親子会社 60 ○
技術輸入対価支払額 60 ○ 4

うち親子会社 60 ○
注1） ○及び◇の中の数字は、区分数を示す。

●印は、資本金１億円以上の企業を対象としている。
◇印は、地域別での表章を示す。
分析表4、5、9、10の学問区分数は、非営利団体・公的機関⑫、⑯　大学等⑧、⑯
分析表11～13の学問区分数は、非営利団体・公的機関⑫、⑯
分析表15の学問区分数は、大学等⑧、⑯

注2） 分析表第11表については、従業者に占める研究関係従業者割合の算出方法を踏まえ、以下の２種類を作成する。
①研究関係従業者の実数で算出
②研究関係従業者について、研究関係業務に従事した割合での按分値で算出

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
集
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専門別研究者数(大学等は研究本務者数)

研究者(大学等は研究本務者) 1人当たりの社内(内部)使用研究費

総売上高に対する社内使用研究費比率

支出総額に対する内部使用研究費比率

集計事項一覧

分析表

主
体
区
分

分
類
項
目

結果表番号

集計事項等



　　統計局使用欄
政府統計コード：4AQN

兆 千億 百億

１　面

百万円兆 千億 百億 十億 億 千万十億 億 千万

従業者総数(３月31日現在) 資本金 (３月31日現在) 総売上高 (28年度)

005 十万 万 千 百 十 一 　百万円 007 十兆人 006 十兆

【１】企業の現況を記入してください

企業の事業の種類（28年度） 生産品名又は営業種目を売上実績の多いものから順に記入してください

001 002 003 004

○　記入した調査票は、お手数ながら７月15日までに郵送により提出してください。

ふりがな

氏　名

記
入
者

部課名

ふりがな

氏　名

職　名

市外局番　　　局番　　　   番号　　  　 内線　　 

　　　   －　　　  　－　　　　 　　（　　　　　）

○　記入の際は「調査票記入上の注意」を参照してください。

○　この調査は法人を単位に行っています。このため、連結決算を行っている法人であっても、法人単位分を記入してください。

○　研究実施の有無にかかわらず１面から３面の「【３】研究実施の有無」まで記入し、研究を実施している場合（社外へ研究費
　を支出している場合を含む。）には、更に３面の「【４】研究関係従業者数（３月31日現在）」から８面まで記入してください。

○　従業者関係事項は３月31日現在、財務関係事項は３月31日又はこの直近の決算日からさかのぼる１年間分を記入してください。

○　答えを文字で記入する欄は、　　の枠内に１文字ずつ左につめて例
　のように記入してください。

名
 
称
 
・
 
所
 
在
 
地

代
表
者

電
話

　ぬりつぶしてください。

○　答えを数字で記入する欄は、　　の枠内に１文字ずつ右につめて例 ＜文字の記入例＞
　のように記入してください。

ギリシャ ペルー

○　答えを記入する欄が　  の場合は、あてはまる　  を　  のように

01 00000基幹統計調査 平成29年科学技術研究調査

調査票甲（企業Ａ）　この調査は、統計法に基づき政府
　が実施する基幹統計調査です。
　秘密の保護には万全を期していま
　すので、ありのままを記入してく
　ださい。

平成29年３月31日現在

記入の仕方 ＜　　の記入例＞

○　記入には必ず黒の鉛筆又はシャープペンシルを使用し、間違えた ＜数字の記入例＞
　場合は消しゴムできれいに消して書き直してください。

秘 

6 7 8 90 1 2 3 4 5



２　面

（国籍名はワク中に１字ずつカナ文字で記入してください）

円 014 千億 百億 十億 億十億 億 千万 百万 十万 万

技
　
　
　
術
　
　
　
輸
　
　
　
入

相 手 先 企 業 の 国 籍 名 金　　　　　額 うち親子会社
012

合　　　　　　計　　
013 千億 百億 千万 百万 十万 万 円

合　　　　　　計　　
010 千億 百億 十億 億 百億 十億 億 千万 百万千万 百万 十万 万 円 011

【２】国際技術交流の有無を記入してください

○　「国際技術交流」とは、外国との間においてパテント、ノウハウや技術指導などの技術の提供、受入れをした場合を

　いいます。

008　　　　　あり　　　なし
　　　　　　　　　　　　　　　　　『あり』の場合は下欄も記入してください

技
　
　
　
術
　
　
　
輸
　
　
　
出

相 手 先 企 業 の 国 籍 名 金　　　　　額 うち親子会社
009 十万 万 円

（国籍名はワク中に１字ずつカナ文字で記入してください）

千億



　　なお、管理者のうち研究経歴のある者は「研究者」に含めてください。

⑤　「実数」は、研究関係業務に従事する人数を記入し、「実際に研究関係業務に従事した割合であん分した値」は、

　「実数」に、業務のうち研究関係業務に従事した時間の割合を乗じた人数を記入してください。

３　面

　特定のテーマをもって研究を行っている者をいいます。

　・　「専ら研究に従事する者」とは、研究者のうち、研究関係業務に専ら従事する者をいいます。

　・　「研究を兼務する者」とは、研究者のうち、他の業務を兼務する者をいいます。

②　「研究補助者」とは、研究者を補佐し、その指導に従って研究関係業務に従事する者をいいます。

③　「技能者」とは、研究者又は研究補助者の指導・監督の下に研究に付随する技術的サービスを行う者をいいます。

④　「研究事務その他の関係者」とは、研究関係業務のうち庶務、会計などの事務に従事する者をいいます。

十 一 人

①　「研究者」とは、大学（短期大学を除く。）の課程を修了した者、又はこれと同等以上の専門的知識を有する者で、

一 人 035 万 千 百

　研究者のうち博士号
　取得者

034 万 千 百 十

技　　　能　　　者
021 028 032

研究事務その他の関係者
022 029 033

十 一 人

研　究　補　助　者
020 027 031

019 026 030 万 千 百

研
　
究
　
者

017 024

専ら研究に従事する者
018 025

研究を兼務する者

十 一 人一 人 023 万 千 百総数
017, 020～022の計

024, 027～029の計

016 万 千 百 十

○　社内で研究を実施している場合には、所属の研究所、研究部、課、室名などを記入してください。

【４】研究関係従業者数（３月31日現在）を記入してください

○　研究関係業務に従事している社外からの出向者も記入の対象としてください。

実　　　　数 実際に研究関係業務に従事
した割合であん分した値⑤う　ち　女　性

03 00000
【３】研究実施の有無を記入してください

○　この調査における「研究」とは、事物、機能、現象などについて新知識を得るために、又は既存の知識の新しい

　活用の道を開くために行われる創造的な努力及び探求をいいます。

○　いわゆる研究のみならず、製品及び生産・製造工程などに関する開発や技術的改善を図るために行われる活動も

　研究となります。

015
１　社内で研究を実施している →【４】から【12】まで

(社内で研究を実施していなくても　 貴社が給与等を支給して社外で研究開発業務を行って

 いる出向者がいる場合も含みます　 この場合は【７】から【12】まで記入してください)

２　社内で研究を実施していないが　社外に研究費を支出している →【11】　【12】

３　研究を実施していない →終了です

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 



066 068

４　面

転出研究者数
052 064

　 人文・社会
　 科学部門

089 110

 うち
 親子会社

053

新規採用者のうち
博士号取得者

065 067

転入研究者のうち
博士号取得者

048
その他

085 106

公的機関
049

保
　
　
　
健

 医学・
 　　歯学

086 107

大学等
050

薬　学
087 108

その他
051

その他
088 109

081 102

転入研究者数
045 063

農
　
　
　
学

農　林
082 103

会　　社
046

 獣医・
　 　畜産

083 104

 うち
 親子会社

047
水　産

084 105

非営利団体

060
材　料

工
　
　
　
学

  機械・
　船舶・
　航空

076 097

農　学
040 058

 電機・
　 　通信

077 098

079 100

 うち
 歯学

043 061
繊　維

080 101

 うち
 薬学

044 062
その他

055

工　学
039 057

保　健

新規採用者数

地　学
074 095

理　学
038 056

その他
075 096

041 059
 土木・
　 　建築

078 099

 うち
 医学

042

092
　究者」にあたる者で外部に転出した者をいいます。

○　出向者も記入の対象としてください。

十 一 人

生　物
073 094

総　　　数 うち女性

036 万 千 百 十 一

093

うち
自然科学部門

037

○　転入研究者については、転入前の勤務先を、「調査票記

　入上の注意」の「組織分類表」区分に従って、記入してく

合　　計
070～089の計

091～110の計

総　　　数 うち女性○　新規採用者のうち、自然科学に関する研究を行う部署に
069 万 千 百 十

自
　
然
　
科
　
学
　
部
　
門

理
　
　
　
学

化　学
072

 数学・
   　物理

070 091
　ださい。

○　「転出研究者」とは、「【４】研究関係従業者」の「研
情　報
科　学

071

人 054 千 百

一 人 090

【５】採用・転入・転出研究者数を記入してください 【６】研究者の専門別内訳を記入してください
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３月31日現在）

○　昨年の４月１日から今年の３月31日までの異動について ○　「専門別内訳」では、「【４】研究関係従業者」の「研究

　記入してください。 　者」数（017及び024）の内訳を専門的知識別に記入してくだ

○　「採用・転入研究者」とは、「【４】研究関係従業者」 　さい。

　の「研究者」にあたる者で外部から加わった者をいいます。

千 百 十 一 人　配属された者は、研究内容別に記入してください。



 応 用 研 究 費
125 ②　応用研究

　　特定の目標を定めて実用化の可能性を確かめる研
　究や、既に実用化されている方法に関して新たな応
　用方法を探索する研究をいいます。

　は既存のこれらのものの改良をねらいとする研究を
　いいます。

５　面

 開 発 研 究 費
126

③　開発研究
　　基礎研究、応用研究及び実際の経験から得た知識
　を活用し、付加的な知識を創出して、新しい製品、
　サービス、システム、装置、材料、工程等の創出又

十万 万 円 　分類の一般的定義は以下のとおりです。

①　基礎研究
　　特別な応用、用途を直接に考慮することなく、仮
　説や理論を形成するため又は現象や観察可能な事実

　は研究室ごとに分類しても差し支えありません。

総　　　額
（124～126の計）

123 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万

 基 礎 研 究 費
124

　に関して新しい知識を得るために行われる理論的又
　は実験的研究をいいます。

　の有形固定資産に対する減価償却費をいいます。
 有形固定資産の
 減価償却費

122

【８】理学、工学、農学、保健の性格別研究費を記入してください

○　「【７】社内で使用した研究費」の「総額」のうち理学、工学、農学、保健の自然科学に関する研究費を性格によっ

　て分類し記入してください。分類単位は原則として研究テーマごとに行いますが、それが困難な場合には、研究者又

 リ　ー　ス　料
120 　づいて支払った金額をいいます。土地、建物の賃借、

　短期間のレンタル、チャーター等は含みません。

⑥　「その他の経費」とは、研究のために要した図書

 そ の 他 の 経 費
121 　費、光熱水道費、消耗品費等を含めた総額をいいます。

⑦　「有形固定資産の減価償却費」とは、研究のため
　に使用された建物、構築物、船舶、機械、車両など

 無形固定資産の
 購入費

118
④　「無形固定資産の購入費」とは、研究に必要なす
　べての無形固定資産の購入費をいいます。
　・　うちソフトウェア－１年以上にわたって使用さ

 うちソフトウェア
119 　　れる取得価額が10万円以上のソフトウェア

⑤　「リース料」とは、研究のためにリース契約に基

 土地・建物など
115 ③　「有形固定資産の購入費」とは、研究に必要なす

　べての有形固定資産の購入費をいいます。
　・　土地・建物など－土地、建物(附属設備を含む。)、

 機械･器具･装置
 など

116 　　構築物、船舶、航空機
　・　機械・器具・装置など－耐用年数１年以上でか
　　つ取得価額が10万円以上の機械、装置、車両、

 その他の有形固
 定資産

117 　　その他の運搬具、工具、器具及び備品
　・　その他の有形固定資産－建設仮勘定、固定資産
　　として扱われる動植物

　ゆる手取り額ではない。）のほか、退職金、社会保
　険料などを含めたもののうち、研究のために要した
　ものをいいます。

 原　材　料　費
113 　　給与等を支給している社外への出向者がいる場合

　は、その者の給与等も「人件費」に含めてください。

②　「原材料費」とは、研究のために要した主要原料
 有形固定資産の
 購入費

114
　費、主要材料費、補助材料費、部分品費、試作品費
　などを含めた総額をいいます。

04

　 研究費に関しては、経理上研究費の項目として計上されていない場合でも、研究のため
 に使用した経費を分離して記入してください。
　 また、現物収入又は現物支出の場合には、時価に評価して含めて記入してください。

【７】社内で使用した研究費を記入してください

○　自己資金、社外から受け入れた資金を問わず社内で使用した研究費の１年間分を記入してください。

　　なお、研究部門と他の部門とに分けて算出することが困難な場合には、あん分した金額を記入してください。

　　 総　　　額
   （112～114,
      118,120,121の計）

111 兆 千億 百億 円 ①　「人件費」とは、研究関係の従事者に対して１年
　間に支払った給与等（基本給、諸手当、賞与等で定
　期・臨時に支払われたもの）の総額（所得税、地方
　税、保険料などを差し引く前の総額であって、いわ

十億 億 千万 百万 十万 万

 人　　件　　費
112

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

① 

② 

③ 



６　面

情報通信分野
163

エネルギー分野
167

環境分野
164

宇宙開発分野
168

百万 十万 万 円

ナノテクノロジー
分野

物質・材料分野
165

海洋開発分野
169

　それぞれの研究費を記入してください。

　　なお、研究内容が表中の複数の分野にまたがる研究がある場合は、その金額を各分野にそれぞれ記入
　してください。この場合、複数の分野に金額が重複していても構いません。

ライフサイエンス
分野

162 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万 円166 兆 千億 百億 十億 億千万

【10】特定目的別研究費を記入してください

○　「【７】社内で使用した研究費」の「総額」のうち、下記の分野に関する研究を行っている場合には、

142 159

鉄　　　鋼
143 160

石油・石炭
140

　ソフトウェア
　・情報処理

157

ゴ ム 製 品
141 　

そ
の
他
【

製
品
・

　
　
　
　
　
サ
ー

ビ
ス
を
明
記
】

158

窯業・土石

非 鉄 金 属
144 161

医　薬　品
138

　その他の工業
　製品

155

　その他の化学
　工業製品

139
電気・ガス

156

化 学 繊 維
136

　その他の輸送
　用機械

153

油脂・塗料
137

精密工業製品
154

出版・印刷
134

航　空　機
151

　化学肥料、無
　機・有機化学
　工業製品

135
鉄 道 車 両

152

繊　　　維
132 情報通信機械

器具･電子部品

149

パルプ・紙
133

自　動　車
150

建築・土木
130

家庭電気製品
147

食　料　品
131 電気機械器具

（147を除く）

148

万 円

農林・水産品
128

鉱　　　業
129

一般機械器具
146

百億 十億 億 千万 百万 十万

【９】製品・サービス分野別研究費を記入してください

○　「製品・サービス分野別研究費」では、「【７】社内で使用した研究費」の「総額」を製品・サービス分野
　別に分類し記入してください。

　　なお、製品・サービス分野別に区分できない場合には、研究者数を考慮するなどして、あん分によって金額
　を算出し記入してください。

総　　　額
（128～161の計）

127 兆 千億 百億 円

金 属 製 品

145 兆 千億

十億 億 千万 百万 十万 万

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑧ 



　いいます。

⑧　「海洋開発分野」とは、生物資源の増養殖、鉱物資源の開発、海洋空間、海水の利用等の研究に関する海洋調査及
　び技術開発をいいます。

７　面

　ネルギー・省資源・リサイクルに応える付加価値の高いエネルギー・環境用物質・材料の開発等に関する研究をいい
　ます。

⑤　「ナノテクノロジー分野」とは、ナノサイズ特有の物質特性等を利用した機能の発現等に関する研究をいいます。

⑥　「エネルギー分野」とは、エネルギー資源の開発及びその合理的利用に関する探査、生産、転換、輸送、消費、安
　全等に関する研究をいいます。

⑦　「宇宙開発分野」とは、ロケット及び人口衛星に関する研究並びに追跡・通信等のための地上設備に関する研究を

　環境保全、エネルギー開発などの諸分野に広く活用し、人間生活の向上発展を指向する研究をいいます。

②　「情報通信分野」とは、ハードウェア、ソフトウェアに関する研究のほか、ネットワークの高度化、膨大な情報の
　高速分析・処理や蓄積が可能な高度コンピューティングの開発等に関する研究をいいます。

③　「環境分野」とは、自然環境の汚染が生命・財産に与える影響の解明、自然環境の汚染及び破壊の防除、無公害化
　の達成などに関する研究をいいます。

④　「物質・材料分野」とは、情報通信、医療等の基盤となる原子・分子サイズでの物質の構造等の解明・制御、省エ

198

そ　　　の　　　他
184 199

＜特定目的別研究費について＞

①　「ライフサイエンス分野」とは、生命現象及び生物の諸機能を解明するとともに、その成果を医療、農業、工業、

海
　
　
　
外

会
　
　
社

親 子 会 社
181 196

そ　の　他
182 197

大　　　　　　　学
183

私　　立　　大　　学
179 194

非 　営 　利 　団　 体
180 195

そ　　　の　　　他
176 191

会
　
　
社

親　子　会　社
177 192

そ　　　の　　　他
178 193

公
　
的
　
機
　
関

国
171 186

地 方 公 共 団 体

  国・公営、独立行政
  法人等の研究機関

万 円千億 百億 十億 億 千万 百万百万 十万 兆兆 千億 百億

189

172 187

国 ・ 公 立 大 学
173 188

02

【11】社外から受け入れた研究費を記入してください

○　収入名目（受託費、補助金、交付金等）のいかんを問わず、社外から研究費として受け入れた金額の総額

　を左欄に記入し、そのうち、社内で使用した研究費は右欄に記入してください。

***「【３】研究実施の有無」で「２」を選択した場合は、ここから記入してください***

十億 億 千万 十万

公営企業・公庫等
175 190

総　　　　　額

171～184の計

186～199の計

受　入　額 うち社内で使用した研究費
170 万 円 185

174



８　面

224

そ　　 の　　 他

212 225

備
　
考
　
欄

（名称、所在地、業務などの変更のほか、記入に関連のある特記事項を記入してください）

海
　
　
　
外

会
　
　
社

親 子 会 社
209 222

そ　の　他
210 223

大　　　　　　学
211

私　　立　　大　　学
207 220

非 　営 　利 　団　 体
208 221

会
　
　
社

親　子　会　社
205 218

そ　 　　の　 　　他
206 219

万

公営企業・公庫等
203 216

そ　 　　の　 　　他
204 217

千億 円十億 億 千万 百万 十万

公
　
的
　
機
　
関

国 ・ 公 立 大 学
201 214

国・公営、独立行政
法人等の研究機関

202 215

十万 万 円 213 兆

【12】社外へ支出した研究費を記入してください

○　支出名目(委託費、賦課金等)のいかんを問わず、社外へ研究費として支出した金額の総額を左欄に記入し、

　そのうち、自己資金から支出した研究費は右欄に記入してください。

総　　　　　額

201～212の計

214～225の計

支　出　額 うち自己資金から支出した研究費
200 兆 千億 百億百億 十億 億 千万 百万



○　答えを記入する欄が　  の場合は、あてはまる　  を　  のように

05 00000基幹統計調査 平成29年科学技術研究調査

調査票甲（企業Ｂ）　この調査は、統計法に基づき政府
　が実施する基幹統計調査です。
　秘密の保護には万全を期していま
　すので、ありのままを記入してく
　ださい。

平成29年３月31日現在

記入の仕方 ＜　　の記入例＞

○　記入には必ず黒の鉛筆又はシャープペンシルを使用し、間違えた ＜数字の記入例＞
　場合は消しゴムできれいに消して書き直してください。

　ぬりつぶしてください。

○　答えを数字で記入する欄は、　　の枠内に１文字ずつ右につめて例 ＜文字の記入例＞
　のように記入してください。

ギリシャ ペルー

○　答えを文字で記入する欄は、　　の枠内に１文字ずつ左につめて例
　のように記入してください。

名
 
称
 
・
 
所
 
在
 
地

代
表
者

電
話

○　記入した調査票は、お手数ながら７月15日までに郵送により提出してください。

ふりがな

氏　名

記
入
者

部課名

ふりがな

氏　名

職　名

市外局番　　　局番　　　   番号　　  　 内線　　 

　　　   －　　　  　－　　　　 　　（　　　　　）

○　記入の際は「調査票記入上の注意」を参照してください。

○　この調査は法人を単位に行っています。このため、連結決算を行っている法人であっても、法人単位分を記入してください。

○　研究実施の有無にかかわらず１面から３面の「【３】研究実施の有無」まで記入し、研究を実施している場合（社外へ研究費
　を支出している場合を含む。）には、更に３面の「【４】研究関係従業者数（３月31日現在）」から７面まで記入してください。

○　従業者関係事項は３月31日現在、財務関係事項は３月31日又はこの直近の決算日からさかのぼる１年間分を記入してください。

【１】企業の現況を記入してください

企業の事業の種類（28年度） 生産品名又は営業種目を売上実績の多いものから順に記入してください

001 002 003 004

従業者総数(３月31日現在) 資本金 (３月31日現在) 総売上高 (28年度)

005 十万 万 千 百 十 一 　百万円 007 十兆人 006 十兆 兆 千億 百億

１　面

百万円兆 千億 百億 十億 億 千万十億 億 千万

　　統計局使用欄
政府統計コード：4AQN

秘 

6 7 8 90 1 2 3 4 5



【２】国際技術交流の有無を記入してください

○　「国際技術交流」とは、外国との間においてパテント、ノウハウや技術指導などの技術の提供、受入れをした場合を

　いいます。

008　　　　　あり　　　なし
　　　　　　　　　　　　　　　　　『あり』の場合は下欄も記入してください

技
　
　
　
術
　
　
　
輸
　
　
　
出

相 手 先 企 業 の 国 籍 名 金　　　　　額 うち親子会社
009 十万 万 円

（国籍名はワク中に１字ずつカナ文字で記入してください）

千億 百億 十億 億 千万 百万千万 百万 十万 万 円 011
合　　　　　　計　　

010 千億 百億 十億 億

技
　
　
　
術
　
　
　
輸
　
　
　
入

相 手 先 企 業 の 国 籍 名 金　　　　　額 うち親子会社
012

合　　　　　　計　　
013 千億 百億 千万 百万 十万 万 円

（国籍名はワク中に１字ずつカナ文字で記入してください）

円 014 千億 百億 十億 億十億 億 千万 百万 十万 万

２　面



07 00000
【３】研究実施の有無を記入してください

○　この調査における「研究」とは、事物、機能、現象などについて新知識を得るために、又は既存の知識の新しい

　活用の道を開くために行われる創造的な努力及び探求をいいます。

○　いわゆる研究のみならず、製品及び生産・製造工程などに関する開発や技術的改善を図るために行われる活動も

　研究となります。

015
１　社内で研究を実施している →【４】から【10】まで

(社内で研究を実施していなくても　 貴社が給与等を支給して社外で研究開発業務を行って

 いる出向者がいる場合も含みます　 この場合は【７】から【10】まで記入してください)

２　社内で研究を実施していないが　社外に研究費を支出している →【９】　【10】

３　研究を実施していない →終了です

百 十

○　社内で研究を実施している場合には、所属の研究所、研究部、課、室名などを記入してください。

【４】研究関係従業者数（３月31日現在）を記入してください

○　研究関係業務に従事している社外からの出向者も記入の対象としてください。

実　　　　数 実際に研究関係業務に従事
した割合であん分した値⑤う　ち　女　性

017 024

専ら研究に従事する者
018 025

研究を兼務する者

十 一 人一 人 023 万 千 百総数
017, 020～022の計

024, 027～029の計

016 万 千

技　　　能　　　者
021 028 032

研究事務その他の関係者
022 029 033

十 一 人

研　究　補　助　者
020 027 031

019 026 030 万 千 百

研
　
究
　
者

十 一 人

①　「研究者」とは、大学（短期大学を除く。）の課程を修了した者、又はこれと同等以上の専門的知識を有する者で、

一 人 035 万 千 百

　研究者のうち博士号
　取得者

034 万 千 百 十

　　なお、管理者のうち研究経歴のある者は「研究者」に含めてください。

⑤　「実数」は、研究関係業務に従事する人数を記入し、「実際に研究関係業務に従事した割合であん分した値」は、

　「実数」に、業務のうち研究関係業務に従事した時間の割合を乗じた人数を記入してください。

３　面

　特定のテーマをもって研究を行っている者をいいます。

　・　「専ら研究に従事する者」とは、研究者のうち、研究関係業務に専ら従事する者をいいます。

　・　「研究を兼務する者」とは、研究者のうち、他の業務を兼務する者をいいます。

②　「研究補助者」とは、研究者を補佐し、その指導に従って研究関係業務に従事する者をいいます。

③　「技能者」とは、研究者又は研究補助者の指導・監督の下に研究に付随する技術的サービスを行う者をいいます。

④　「研究事務その他の関係者」とは、研究関係業務のうち庶務、会計などの事務に従事する者をいいます。

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 



【５】採用・転入・転出研究者数を記入してください 【６】研究者の専門別内訳を記入してください
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３月31日現在）

○　昨年の４月１日から今年の３月31日までの異動について ○　「専門別内訳」では、「【４】研究関係従業者」の「研究

　記入してください。 　　者」数(017及び024)の内訳を専門的知識別に記入してくだ

○　「採用・転入研究者」とは、「【４】研究関係従業者」 　　さい。

　の「研究者」にあたる者で外部から加わった者をいいます。

合　　計
070～089の計

091～110の計

総　　　数 うち女性○　新規採用者のうち、自然科学に関する研究を行う部署に
069 万 千 百 十 一 人　配属された者は、研究内容別に記入してください。

○　転入研究者については、転入前の勤務先を、「調査票記

　入上の注意」の「組織分類表」区分に従って、記入してく

千 百 十 一 人 090

　究者」にあたる者で外部に転出した者をいいます。

○　出向者も記入の対象としてください。

化　学
072 093

総　　　数 うち女性

新規採用者数

自
　
然
　
科
　
学
　
部
　
門

理
　
　
　
学

 数学・
   　物理

070 091
　ださい。

○　「転出研究者」とは、「【４】研究関係従業者」の「研
情　報
科　学

071 092

人

生　物
073 094

人 054 千 百 十 一036 万 千 百 十 一

095

理　学
038 056

その他
075 096

工　学
039

うち
自然科学部門

037 055
地　学

074

057

工
　
　
　
学

  機械・
　船舶・
　航空

076 097

農　学
040 058

 電機・
　 　通信

077 098

保　健
041 059

 土木・
　 　建築

078 099

 うち
 医学

042 060
材　料

079 100

 うち
 歯学

043 061
繊　維

080 101

 うち
 薬学

044 062
その他

081 102

転入研究者数
045 063

農
　
　
　
学

農　林
082 103

非営利団体
048

その他
085 106

公的機関

会　　社
046

 獣医・
　 　畜産

083 104

 うち
 親子会社

047

049

保
　
　
　
健

 医学・
 　　歯学

086 107

088 109

水　産
084 105

089 110

 うち
 親子会社

053

大学等
050

薬　学
087 108

その他
051

その他

４　面

新規採用者のうち
博士号取得者

065 067

転入研究者のうち
博士号取得者

066 068

転出研究者数
052 064

　 人文・社会
　 科学部門
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　 研究費に関しては、経理上研究費の項目として計上されていない場合でも、研究のため
 に使用した経費を分離して記入してください。
　 また、現物収入又は現物支出の場合には、時価に評価して含めて記入してください。

【７】社内で使用した研究費を記入してください

○　自己資金、社外から受け入れた資金を問わず社内で使用した研究費の１年間分を記入してください。

　　なお、研究部門と他の部門とに分けて算出することが困難な場合には、あん分した金額を記入してください。

　　 総　　　額
   （112～114,
      118,120,121の計）

111 兆 千億 百億 円 ①　「人件費」とは、研究関係の従事者に対して１年
　間に支払った給与等（基本給、諸手当、賞与等で定
　期・臨時に支払われたもの）の総額（所得税、地方
　税、保険料などを差し引く前の総額であって、いわ

十億 億 千万 百万 十万 万

 人　　件　　費
112

　ゆる手取り額ではない。）のほか、退職金、社会保
　険料などを含めたもののうち、研究のために要した
　ものをいいます。

 原　材　料　費
113 　　給与等を支給している社外への出向者がいる場合

　は、その者の給与等も「人件費」に含めてください。

②　「原材料費」とは、研究のために要した主要原料
 有形固定資産の
 購入費

114
　費、主要材料費、補助材料費、部分品費、試作品費
　などを含めた総額をいいます。

 土地・建物など
115 ③　「有形固定資産の購入費」とは、研究に必要なす

　べての有形固定資産の購入費をいいます。
　・　土地・建物など－土地、建物(附属設備を含む。)、

 機械･器具･装置
 など

116 　　構築物、船舶、航空機
　・　機械・器具・装置など－耐用年数１年以上でか
　　つ取得価額が10万円以上の機械、装置、車両、

 その他の有形固
 定資産

117 　　その他の運搬具、工具、器具及び備品
　・　その他の有形固定資産－建設仮勘定、固定資産
　　として扱われる動植物

 無形固定資産の
 購入費

118
④　「無形固定資産の購入費」とは、研究に必要なす
　べての無形固定資産の購入費をいいます。
　・　うちソフトウェア－１年以上にわたって使用さ

 うちソフトウェア
119 　　れる取得価額が10万円以上のソフトウェア

⑤　「リース料」とは、研究のためにリース契約に基

　の有形固定資産に対する減価償却費をいいます。
 有形固定資産の
 減価償却費

122

【８】理学、工学、農学、保健の性格別研究費を記入してください

○　「【７】社内で使用した研究費」の「総額」のうち理学、工学、農学、保健の自然科学に関する研究費を性格によっ

　て分類し記入してください。分類単位は原則として研究テーマごとに行いますが、それが困難な場合には、研究者又

 リ　ー　ス　料
120 　づいて支払った金額をいいます。土地、建物の賃借、

　短期間のレンタル、チャーター等は含みません。

⑥　「その他の経費」とは、研究のために要した図書

 そ の 他 の 経 費
121 　費、光熱水道費、消耗品費等を含めた総額をいいます。

⑦　「有形固定資産の減価償却費」とは、研究のため
　に使用された建物、構築物、船舶、機械、車両など

　は研究室ごとに分類しても差し支えありません。

総　　　額
（124～126の計）

123 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万 円 　分類の一般的定義は以下のとおりです。

①　基礎研究
　　特別な応用、用途を直接に考慮することなく、仮
　説や理論を形成するため又は現象や観察可能な事実

 基 礎 研 究 費
124

　に関して新しい知識を得るために行われる理論的又
　は実験的研究をいいます。

 応 用 研 究 費
125 ②　応用研究

　　特定の目標を定めて実用化の可能性を確かめる研
　究や、既に実用化されている方法に関して新たな応
　用方法を探索する研究をいいます。

　は既存のこれらのものの改良をねらいとする研究を
　いいます。

５　面

 開 発 研 究 費
126

③　開発研究
　　基礎研究、応用研究及び実際の経験から得た知識
　を活用し、付加的な知識を創出して、新しい製品、
　サービス、システム、装置、材料、工程等の創出又

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

① 

② 

③ 



***「【３】研究実施の有無」で「２」を選択した場合は、ここから記入してください***

【９】社外から受け入れた研究費を記入してください

○　収入名目（受託費、補助金、交付金等）のいかんを問わず、社外から研究費として受け入れた金額の総額

　を左欄に記入し、そのうち、社内で使用した研究費は右欄に記入してください。

総　　　　　額

171～184の計

186～199の計

受　入　額 うち社内で使用した研究費
170 兆 千億 百億百億 十億 億 千万 百万 十万 万 円 185 兆

公
　
的
　
機
　
関

国
171 186

地 方 公 共 団 体
172 187

万

国 ・ 公 立 大 学
173 188

国・公営、独立行政
法人等の研究機関

174 189

千億 円十億 億 千万 百万 十万

公営企業・公庫等
175 190

そ　　　の　　　他
176 191

会
　
　
社

親 　子　 会　 社
177 192

そ　　　の　　　他
178 193

私　　立　　大　　学
179 194

非 　営 　利 　団　 体
180 195

６　面

海
　
　
　
外

会
　
　
社

親 子 会 社
181 196

そ　の　他
182 197

大　　　　　　学
183 198

そ　　 の　　 他

184 199
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【10】社外へ支出した研究費を記入してください

○　支出名目(委託費、賦課金等)のいかんを問わず、社外へ研究費として支出した金額の総額を左欄に記入し、

　そのうち、自己資金から支出した研究費は右欄に記入してください。

総　　　　　額

201～212の計

214～225の計

支　出　額 うち自己資金から支出した研究費
200 兆 千億 百億百億 十億 億 千万 百万 十万 万 円 213 兆

公
　
的
　
機
　
関

国 ・ 公 立 大 学
201 214

国・公営、独立行政
法人等の研究機関

202 215

万

公営企業・公庫等
203 216

そ　 　 の　 　 他
204 217

千億 円十億 億 千万 百万 十万

会
　
　
社

親　子　会　社
205 218

そ　 の 　他
206 219

223

大　　　　　　学
211

私　　立　　大　　学
207 220

非 　営 　利 　団　 体
208 221

７　面

224

そ　　 の　　 他

212 225

備
　
考
　
欄

（名称、所在地、業務などの変更のほか、記入に関連のある特記事項を記入してください）

海
　
　
　
外

会
　
　
社

親 子 会 社
209 222

そ  の  他
210





09 00000基幹統計調査 平成29年科学技術研究調査

調査票乙（非営利団体・公的機関）　この調査は、統計法に基づき政府
　が実施する基幹統計調査です。
　秘密の保護には万全を期していま
　すので、ありのままを記入してく
　ださい。

平成29年３月31日現在

記入の仕方

○　記入には必ず黒の鉛筆又はシャープペンシルを使用し、間違えた ＜　　の記入例＞
　場合は消しゴムできれいに消して書き直してください。

○　答えを記入する欄が　  の場合は、あてはまる　  を　  のように ＜数字の記入例＞
　ぬりつぶしてください。

○　答えを数字で記入する欄は、　　の枠内に１文字ずつ右につめて例
　のように記入してください。

名
 
称
 
・
 
所
 
在
 
地

代
表
者

電
話

○　従業者関係事項は３月31日現在、財務関係事項は３月31日又はこの直近の決算日からさかのぼる１年間分を記入してください。

職　名

ふりがな

氏　名

記
入
者

部課名

ふりがな

氏　名

 市外局番　　　局番　　　番号　　　　　内線　　 

　　　　　－　　　　－　　　　　　（　　　　　）

○　記入の際は「調査票記入上の注意」を参照してください。

○　研究を実施していない場合でも「【１】研究実施の有無」を記入してください。

○　記入した調査票は、お手数ながら７月15日までに郵送により提出してください。

【１】研究実施の有無を記入してください

301
１　内部で研究を実施している →【２】から【14】まで

(内部で研究を実施していなくても　貴法人が給与等を支給して外部で研究関係業務を行って

 いる出向者がいる場合も含みます　この場合【７】から【９】までは記入不要です)

２　内部で研究を実施していないが　外部に研究費を支出している →【13】　【14】

３　研究を実施していない →終了です

【２】従業者総数（３月31日現在）を記入してください 【３】支出総額を記入してください

302 十万 万 千 百 十 一

【５】支所・分場の名称及び所在地を記入してください

十億 億 千万 　百万 十万 万人 303 十兆 兆 千億 百億 円

【４】主な事業及び研究の内容を記入してください（28年度の事業及び研究の内容をわかりやすく記入してください）

304

１　面

305 名　　　　称　　 所　　　在　　　地

　　統計局使用欄
政府統計コード：4AQN

秘 

6 7 8 90 1 2 3 4 5



【６】研究内容の学問別区分について該当するすべてを選んでください（学問別区分が２つ以上の項目

にわたる場合は、そのうち主なものを１つ選んでください）

306 1 2 3 4 5 6 7

教
育
学

そ
の
他

 　学 問 別 区 分 8 9

薬
学

歯
学
・

医
学
・

そ
の
他

保　健 10 11

文
　
学

経
済
学

社
会
学

社
会
科
学

人
文
・

そ
の
他
の

理
　
学

工
　
学

農
　
学

　 該　当　区　分

百 十

【７】研究関係従業者数（３月31日現在）を記入してください

○　研究関係業務に従事している外部からの出向者も記入の対象としてください。

実　　　　数 実際に研究関係業務に従事
した割合であん分した値⑤う　ち　女　性

うち主なもの

308 315

専ら研究に従事する者
309 316

研究を兼務する者

十 一 人一 人 314 万 千 百総数
308, 311～313の計

315, 318～320の計

307 万 千

 技　　　能　　　者
312 319 323

 研究事務その他の関係者
313 320 324

十 一 人

 研　究　補　助　者
311 318 322

310 317 321 万 千 百

研
　
究
　
者

人

 任 期 無 し 研 究 者 
327 万 千 百

一 人 326 万 千 百

 研究者のうち博士号
 取得者

325 万 千 百 十

十 一 人

う ち 40 歳 未 満
328

十 一

２　面

④　「研究事務その他の関係者」とは、研究関係業務のうち庶務、会計などの事務に従事する者をいいます。

　　なお、管理者のうち研究経歴のある者は「研究者」に含めてください。

⑤　「実数」は、研究関係業務に従事する人数を記入し、「実際に研究関係業務に従事した割合であん分した値」は、

　「実数」に、業務のうち研究関係業務に従事した時間の割合を乗じた人数を記入してください。

⑥　「任期無し研究者」とは、「研究関係従業者」の「研究者」にあたる者のうち、雇用契約期間の定めがない者（定

　年までの場合を含む。）をいいます。

①　「研究者」とは、大学（短期大学を除く。）の課程を修了した者、又はこれと同等以上の専門的知識を有する者で、

　特定のテーマをもって研究を行っている者をいいます。

　・　「専ら研究に従事する者」とは、研究者のうち、研究関係業務に専ら従事する者をいいます。

　・　「研究を兼務する者」とは、研究者のうち、他の業務を兼務する者をいいます。

②　「研究補助者」とは、研究者を補佐し、その指導に従って研究関係業務に従事する者をいいます。

③　「技能者」とは、研究者又は研究補助者の指導・監督の下に研究に付随する技術的サービスを行う者をいいます。

① 

② 

① 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 



○　新規採用者のうち、自然科学に関する研究を行う部署に配属された者は、研究内容別に記入してください。

うち医学
335 351

うち歯学
336 352

332 348

百 十 一 人一 人

11 00000

【８】採用・転入・転出研究者数を記入してください

○　昨年の４月１日から今年の３月31日までの異動について記入してください。

○　「採用・転入研究者」とは、「【７】研究関係従業者」の「研究者」にあたる者で外部から加わった者をいいます。

○　転入研究者については、転入前の勤務先を、「調査票記入上の注意」の「組織分類表」区分に従って、記入してくだ

　さい。

○　「転出研究者」とは、「【７】研究関係従業者」の「研究者」にあたる者で外部に転出した者をいいます。

○　出向者も記入の対象としてください。

総　　　数 うち女性

345 千

うち自然科学部門
330 346

理　　　学
331 347

工　　　学

新規採用者数
329 万 千 百 十

農　　　学
333 349

保　　　健
334 350

うち薬学
337 353

転入研究者数
338 354

会　　　社
339

非営利団体
340

公 的 機 関
341

大　学　等
342

そ　の　他
343

転出研究者数
344 355

 新規採用者のうち
 博士号取得者

356 万 千 百 十 一

３　面

人

 転入研究者のうち
 博士号取得者

357 359

人 358 千 百 十 一



【９】研究者の専門別内訳を記入してください（３月31日現在）

○　「専門別内訳」では、「【７】研究関係従業者」の「研究者」数（308及び315）の内訳を専門的知識別に記入してください。

合　　計
361～386の計

388～413の計

総　　　数 うち女性

360 万 千 百 十 一 人

人
文
・
社
会
科
学
部
門

人
文
科
学

文　学

361 388

十 一 人 387 千 百

その他

362 389

材　料

375 402

百 十 一 人百 十 一 人 401 千

自
　
然
　
科
　
学
　
部
　
門
　
（

続
き
）

工
　
　
学
　
（

続
き
）

土木・
　建築

374 万 千

403

社会学

364 391

その他

377 404社
会
科
学

商学・
　経済

363 390

繊　維

376

その他

365 392

農
　
　
　
学

農　林

378 405

自
　
然
　
科
　
学
　
部
　
門

理
　
　
　
学

数学・
　物理

366 393
獣医・
　畜産

379 406

情　報
科　学

367 394

水　産

380 407

化　学

368 395

その他

381

410

その他

371 398

その他

384 411

408

生　物

369 396

保
　
　
　
健

医学・
　歯学

382 409

地　学

370

工
　
　
学

 機械・
 船舶・
 航空

372 399 そ
の
他
の
部
門

心理学

397

薬　学

383

４　面

385 412

電気・
　通信

373 400
その他
（教育学など）

386 413



百億

12

　 研究費に関しては、経理上研究費の項目として計上されていない場合でも、研究のため
 に使用した経費を分離して記入してください。
　 また、現物収入又は現物支出の場合には、時価に評価して含めて記入してください。

【10】内部で使用した研究費を記入してください

○　自己資金、外部から受け入れた資金を問わず内部で使用した研究費の１年間分を記入してください。

　　なお、研究部門と他の部門とに分けて算出することが困難な場合には、あん分した金額を記入してください。

円

 人　　件　　費
415

 原　材　料　費
416

十億 億 千万 百万 十万 万　　総　　　　額
   （415～417,
      421,423,424の計）

414 兆 千億

 リ　ー　ス　料
423

 有形固定資産の
 購入費

417

 土地・建物など
418

 機械･器具･装置
 など

419

 その他の有形固
 定資産

420

 無形固定資産の
 購入費

421

 うちソフトウェア
422

　　搬具、工具、器具及び備品

 そ の 他 の 経 費
424

①　「人件費」とは、研究関係の従事者に対して１年間に支払った給与等（基本給、諸手当、賞与等で定期・臨時

　に支払われたもの）の総額（所得税、地方税、保険料などを差し引く前の総額であって、いわゆる手取り額では

　ない。）のほか、退職金、社会保険料などを含めたもののうち、研究のために要したものをいいます。

　　給与等を支給している外部への出向者がいる場合は、その者の給与等も「人件費」に含めてください。

②　「原材料費」とは、研究のために要した主要原料費、主要材料費、補助材料費、部分品費、試作品費などを含

　めた総額をいいます。

③　「有形固定資産の購入費」とは、研究に必要なすべての有形固定資産の購入費をいいます。

　・　土地・建物など－土地、建物（附属設備を含む。）、構築物、船舶、航空機

　・　機械・器具・装置など－耐用年数１年以上でかつ取得価額が10万円以上の機械、装置、車両、その他の運

５　面

　・　その他の有形固定資産－建設仮勘定、固定資産として扱われる動植物

④　「無形固定資産の購入費」とは、研究に必要なすべての無形固定資産の購入費をいいます。

　・　うちソフトウェア－１年以上にわたって使用される取得価額が10万円以上のソフトウェア

⑤　「リース料」とは、研究のためにリース契約に基づいて支払った金額をいいます。土地、建物の貸借、短期間

　のレンタル、チャーター等は含みません。

⑥　「その他の経費」とは、研究のために要した図書費、光熱水道費、消耗品費等を含めた総額をいいます。

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 



【11】理学、工学、農学、保健の性格別研究費を記入してください

○　「【10】内部で使用した研究費」の「総額」のうち理学、工学、農学、保健の自然科学に関する研究費を性格によって

　分類し記入してください。分類単位は原則として研究テーマごとに行いますが、それが困難な場合には、研究者又は研究

　室ごとに分類しても差し支えありません。

総　　　額
（426～428の計）

425 兆 千億 百億 十億 　分類の一般的定義は以下のとおりです。

①　基礎研究

　　特別な応用、用途を直接に考慮することなく、仮説や

 基 礎 研 究 費
426 　理論を形成するため又は現象や観察可能な事実に関して

　新しい知識を得るために行われる理論的又は実験的研究

　をいいます。

 応 用 研 究 費

億 千万 百万 十万 万 円

【12】特定目的別研究費を記入してください

427
②　応用研究

　　特定の目標を定めて実用化の可能性を確かめる研究や、

 開 発 研 究 費
428

　既に実用化されている方法に関して新たな応用方法を探

　索する研究をいいます。

③　開発研究

　　基礎研究、応用研究及び実際の経験から得た知識を活

　用し、付加的な知識を創出して、新しい製品、サービス、

　システム、装置、材料、工程等の創出又は既存のこれら

　のものの改良をねらいとする研究をいいます。

円

○　「【10】内部で使用した研究費」の「総額」のうち、下記の分野に関する研究を行っている場合には、それぞれの研究

　費を記入してください。

　　なお、研究内容が表中の複数の分野にまたがる研究がある場合は、その金額を各分野にそれぞれ記入してください。こ

　の場合、複数の分野に金額が重複していても構いません。

 ラ イ フ サ イ エ
 ン ス 分 野

429 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万 円

 ナ ノ テ ク ノ ロ
 ジ ー 分 野

433 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万

情 報 通 信 分 野

430
エネルギー分野

434

環　境　分　野

431
宇 宙 開 発 分 野

435

物質・材料分野

432
海 洋 開 発 分 野

436

　関する研究をいいます。

＜特定目的別研究費について＞

①　「ライフサイエンス分野」とは、生命現象及び生物の諸機能を解明するとともに、その成果を医療、農業、工業、環境保
　全、エネルギー開発などの諸分野に広く活用し、人間生活の向上発展を指向する研究をいいます。

②　「情報通信分野」とは、ハードウェア、ソフトウェアに関する研究のほか、ネットワークの高度化、膨大な情報の高速分
　析・処理や蓄積が可能な高度コンピューティングの開発等に関する研究をいいます。

③　「環境分野」とは、自然環境の汚染が生命・財産に与える影響の解明、自然環境の汚染及び破壊の防除、無公害化の達成
　などに関する研究をいいます。

④　「物質・材料分野」とは、情報通信、医療等の基盤となる原子・分子サイズでの物質の構造等の解明・制御、省エネルギ
　ー・省資源・リサイクルに応える付加価値の高いエネルギー・環境用物質・材料の開発等に関する研究をいいます。

⑤　「ナノテクノロジー分野」とは、ナノサイズ特有の物質特性等を利用した機能の発現等に関する研究をいいます。

⑥　「エネルギー分野」とは、エネルギー資源の開発及びその合理的利用に関する探査、生産、転換、輸送、消費、安全等に

⑦　「宇宙開発分野」とは、ロケット及び人口衛星に関する研究並びに追跡・通信等のための地上設備に関する研究をいいま
　す。

⑧　「海洋開発分野」とは、生物資源の増養殖、鉱物資源の開発、海洋空間、海水の利用等の研究に関する海洋調査及び技術
　開発をいいます。

６　面

① 

② 

③ 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑧ 



そ　　 の　　 他

449 462

７　面

非 　営 　利 　団　 体
446 459

海
　
　
　
外

会　　　　　　社
447 460

大　　　　　　学
448 461

会　　　　　　　　社
444 457

私　　立　　大　　学
445 458

442 455

そ　　　の　　　他
443 456

公
　
的
　
機
　
関

国
438 451

地 方 公 共 団 体
439 452

国 ・ 公 立 大 学
440 453

国・公営、独立行政
法人等の研究機関

441 454

公営企業・公庫等

千万 百万 十万 万 円兆 千億 百億 十億 億

総　　　　　額

438～449の計

451～462の計

受　入　額 うち内部で使用した研究費
437 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万 円 450

10

***「【１】研究実施の有無」で「２」を選択した場合は、ここから記入してください***

【13】外部から受け入れた研究費を記入してください

○　収入名目（受託費、科学研究費、補助金、交付金等）のいかんを問わず、外部から研究費として受け入れた

　金額の総額を左欄に記入し、そのうち、内部で使用した研究費は右欄に記入してください。



【14】外部へ支出した研究費を記入してください

○　支出名目(委託費、賦課金等)のいかんを問わず、外部へ研究費として支出した金額の総額を左欄に記入し、

　そのうち、自己資金から支出した研究費は右欄に記入してください。

総　　　　　額

464~473の計

475~484の計

支　出　額 うち自己資金から支出した研究費
463 兆 千億 百億百億 十億 億 千万 百万 十万 万 円 474 兆 千億 円

公
　
的
　
機
　
関

国 ・ 公 立 大 学
464 475

国・公営、独立行政
法人等の研究機関

465 476

十億 億 千万 百万 十万 万

公営企業・公庫等
466 477

そ　 　 の　 　 他
467 478

会　　　　　　　　社
468 479

私　　立　　大　　学
469 480

非 　営 　利 　団　 体
470 481

海
　
　
　
外

会　　　　　　社
471 482

大　　　　　　学
472 483

８　面

そ　　 の　　 他

473 484

備
　
考
　
欄

（名称、所在地、業務などの変更のほか、記入に関連のある特記事項を記入してください）



記入の仕方

○　記入には必ず黒の鉛筆又はシャープペンシルを使用し、間違えた ＜　　の記入例＞

　場合は消しゴムできれいに消して書き直してください。

平成29年３月31日現在

○　記入の際は「調査票記入上の注意」を参照してください。

○　この調査は、大学の各学部、短期大学、高等専門学校、大学附置の研究所等について行います。

　　なお、大学院については、各研究科をそれぞれ対応する学部に含めてください。ただし、大学院のみを置く大学については、

ふりがな

氏　名

記
入
者

部課名

13 00000平成29年科学技術研究調査基幹統計調査

調査票丙（大学等）　この調査は、統計法に基づき政府
　が実施する基幹統計調査です。
　秘密の保護には万全を期していま
　すので、ありのままを記入してく
　ださい。

名
 
称
 
・
 
所
 
在
 
地

代
表
者

職　名

○　答えを記入する欄が　  の場合は、あてはまる　  を　  のように ＜数字の記入例＞

　ぬりつぶしてください。

○　答えを数字で記入する欄は、　　の枠内に１文字ずつ右につめて例
　のように記入してください。

ふりがな

氏　名

電
話

 市外局番　　　局番　　　番号　　　　　内線　　 

　　　　　－　　　　－　　　　　　（　　　　　）

501 1 2 3 4

　研究科ごとに記入してください。

○　医学部については、附属病院も含めてください。

○　従業者関係事項は３月31日現在、財務関係事項は３月31日又はこの直近の決算日からさかのぼる１年間分を記入してください。

○　記入した調査票は、お手数ながら７月15日までに郵送により提出してください。

【１】大学等の種類を選んでください

5 6

　
　
学
部

大
学
の

短
期
大
学

　
　
学
校

高
等
専
門

　
研
究
所

大
学
附
置

利
用
機
関

大
学
共
同

そ

の

他

大学等の種類

該 当 区 分

【２】分校・分場の名称及び所在地を記入してください

502 名　　　　称　　 所　　　在　　　地

　　統計局使用欄
政府統計コード：4AQN

１　面

秘 

6 7 8 90 1 2 3 4 5



【３】研究内容の学問別区分について該当するすべてを選んでください（学問別区分が２つ以上の項目にわたる場合

は、そのうち主なものを１つ選んでください）

503 1 2 3 4 5 6 7

農
　
学

家
政
学

教
育
学

そ
の
他

　 学 問 別 区 分 8 9
薬
学

歯
学
・

医
学
・

そ
の
他

保　健 10 11 12

文
　
学

法
　
学

経
済
学

社
会
科
学

人
文
・

そ
の
他
の

理
　
学

工
　
学

【４】従業者数（３月31日現在）を記入してください

うち主なもの

　 該　当　区　分

○　研究関係業務に従事している外部からの出向者も記入の対象としてください。

実　　数
う　ち　女　性

研究関係従業者数の合計
505, 511～513の計

515, 521～523の計

504 万 千 百 百 十 一 人十 一 人 514 万 千

517

医　　 局　　 員
508 518

その他の研究員
509 519

研
　
　
究
　
　
者

本
　
　
務
　
　
者

505 515

教　　　　　　員
506 516

大学院博士課程の
在　　 籍　　 者

507

 技　　　能　　　者
512 522

 研究事務その他の関係者 513 523

兼　　　務　　　者
（学外からの研究者）

510 520

 研　究　補　助　者
511 521

人

 任 期 無 し 研 究 者
526 万 千 百

一 人 525 万 千 百

 本務者のうち博士号取得者 524 万 千 百 十

十 一 人

う ち 40 歳 未 満
527

十 一

一 人

２　面

 研究以外の業務に従事する

 従業者

528 万 千 百 十

① 

② 

③ 

④ 

⑥ 

⑤ 

⑦ 



千

○　「転出研究者」とは、「【４】従業者」の「教員」、「医局員」及び「その他の研究員」にあたる者で外部に転出した者

転出研究者数

会　　　社

百 十

転入研究者数
538 万 千

　をいいます。

○　出向者も記入の対象としてください。

総　　　数 うち女性

15 00000

【５】採用・転入・転出研究者数を記入してください

○　昨年の４月１日から今年の３月31日までの異動について記入してください。

○　「採用・転入研究者」とは、「【４】従業者」の「教員」、「医局員」及び「その他の研究員」にあたる者で外部から加

　わった者をいいます。

○　新規採用者のうち、自然科学に関する研究を行う部署に配属された者は、研究内容別に記入してください。

○　転入研究者については、転入前の勤務先を、「調査票記入上の注意」の「組織分類表」区分に従って記入してください。

一 人

うち自然科学部門
530 546

548

保　　　健

百 十 一 人 545 千

うち薬学
537 553

百 十

新規採用者数
529 万

539

農　　　学
533 549

非営利団体
540

一 人

理　　　学
531 547

工　　　学
532

百 十 一 人 554 千

542

うち歯学
536 552

そ　の　他
543

534 550
公 的 機 関

541

うち医学
535 551

大　学　等

　務員などをいいます。なお、管理者のうち研究経歴のある者は「研究者」に含めてください。

３　面

②　「研究補助者」とは、研究者を補佐し、その指導に従って研究関係業務に従事する者をいいます。

③　「技能者」とは、研究者又は研究補助者の指導・監督の下に研究に付随する技術的サービスを行う者をいいます。

④　「研究事務その他の関係者」とは、研究関係業務のうち庶務、会計などの事務に従事する者をいいます。

　　ただし、この従事者が各学部に関係している場合には、それらの学部数で等分して記入してください。

⑤　「本務者のうち博士号取得者」には、「大学院博士課程の在籍者」は含めません。

⑥　「任期無し研究者」とは、「従業者」の「教員」又は「その他の研究員」にあたる者のうち、雇用契約期間の定めがない

544 555

＜従業者数について＞

①　「研究者」とは、「教員」、「医局員」、「その他の研究員」、「大学院博士課程の在籍者」のいずれかに該当する者を

　いいます。

　・　「教員」とは、教授、准教授、助教及び講師をいいます。

　者（定年までの場合を含む。）をいいます。

⑦　「研究以外の業務に従事する従業者」とは、主として教育業務又は診療業務に関する技術者、庶務・会計等の事務者、用

　・　「その他の研究員」とは、「教員」、「医局員」及び「大学院博士課程の在籍者」以外の者で、大学（短期大学を除く）

　　の課程を修了した者又はこれと同等以上の専門的知識を有し、特定のテーマをもって研究を行っている者をいいます。

　・　「兼務者」とは、外部に本務をもつ研究者をいいます。ただし、講義専門の非常勤教職員は、「研究以外の業務に従

　　事する従業者」に含めてください。

　・　「医局員」とは、「教員」及び「大学院博士課程在籍者」以外の者で、医学部等に所属し、大学附属病院及び関連施設

　　において診療、研究、教育に従事している医者をいいます。



【６】研究本務者の専門別内訳を記入してください（３月31日現在）

合　　計
557～600の計

602～645の計

総　　　数 うち女性
「専門別内訳」では、「【４】従業者」の「本務者」数

（505及び515）の内訳を専門的知識別に記入してください。
556 万 千 百 十 一 人

人
 
文
 
・
 
社
 
会
 
科
 
学
 
部
 
門

人
　
文
　
科
　
学

文　学
557 602

十 一 人 601 千 百

史　学
558 603

繊　維
579 624

百 十 一 人百 十 一 人 623 千

自
　
然
　
科
　
学
　
部
　
門
　
（

続
　
き
）

工
　
　
学
　
（

続
き
）

材　料
578 万 千

その他
560 605

経　営
工　学

581 626

哲　学
559 604

航　空
580 625

社
　
会
　
科
　
学

法学・
　政治

561 606
その他

582

608
農　芸
化　学

584 629

その他
564 609

農　業
工　学

585 630

627

商学・
　経済

562 607

農
　
　
　
学

農　学
583 628

社会学
563

586

588

631

情　報
科　学

566 611
林　学

587 632

自
 
然
 
科
 
学
 
部
 
門

理
　
　
　
学

数　学
565 610

農　業
経　済

物　理
567 612

林　産

生　物
569 614

水　産
590 635

633

化　学
568 613

獣医・
　畜産

589 634

薬　学
594

応　用
化　学

地　学
570 615

その他
591 636

639

土木・
　建築

574 619
看　護

595 640

637

工
　
　
　
学

機械・
　船舶

572 617
歯　学

593 638

電気・
　通信

573

その他
571 616

保
　
　
　
健

医　学
592

618

577 622

４　面

575 620
その他

596 641

応　用
理　学

576 621

右のページに続きます

原子力



左ページからの続き

そ
の
他
の
部
門

心理学
597 万 千 百 十 一 万 千人 642 千 百 十 一

16

家　政
598 643

芸術・
その他

600 645

百 十 一 人百 十 一 人 644 千人 そ

の

他

の

部

門
（

続

き
）

教　育
599

千万 百万 十万 万 円

【７】支出総額を記入してください

○　研究業務、教育業務などのいかんを問わず、貴学（所）（大学については各学部）全体の支出総額を記入してください。

　　なお、大学における本部経費及び学部に属さない図書館の経費は、各学部にあん分して記入してください。

646 十兆 兆 千億 百億 十億 億

　 研究費に関しては、経理上研究費の項目として計上されていない場合でも、研究のため
 に使用した経費を分離して記入してください。
　 また、現物収入又は現物支出の場合には、時価に評価して含めて記入してください。

【８】内部で使用した研究費を記入してください

○　自己資金、外部から受け入れた資金を問わず内部で使用した研究費の１年間分を記入してください。

　　なお、研究部門と他の部門とに分けて算出することが困難な場合には、あん分した金額を記入してください。

　　 総　　　額
   （648～650,
      654,656,657の計）

647 兆 千億 百億 十億 ①　「人件費」とは、研究関係の従事者に対して１年

　間に支払った給与等（基本給、諸手当、賞与等で定

　期・臨時に支払われたもの）の総額（所得税、地方

 人　　件　　費
648

　税、保険料などを差し引く前の総額であって、いわ

　ゆる手取り額ではない。）のほか、退職金、社会保

億 千万 百万 十万 万 円

 原　材　料　費
649 　険料などを含めたものをいいます。

　　ただし、研究以外の業務に従事する従業者の分は

　含めません。
 有形固定資産の
 購入費

650
　　給与等を支給している学外への出向者がいる場合

　は、その者の給与等も「人件費」に含めてください。

653 　べての有形固定資産の購入費をいいます。

　・　土地・建物など－土地、建物(附属設備を含む｡)､

　　構築物、船舶、航空機
 無形固定資産の
 購入費

654
　・　機械・器具・装置など－耐用年数１年以上でか

　　つ取得価額が10万円以上の機械、装置、車両、

 うちソフトウェア

 土地・建物など
651 ②　「原材料費」とは、研究のために要した主要原料

　費、主要材料費、補助材料費、部分品費、試作品費

 機械･器具･装置
 など

652 　などを含めた総額をいいます。

③　「有形固定資産の購入費」とは、研究に必要なす

 その他の有形固
 定資産

655 　　その他の運搬具、工具、器具及び備品

　・　その他の有形固定資産－建設仮勘定、固定資産

 リ　ー　ス　料
656 　　として扱われる動植物

④　「無形固定資産の購入費」とは、研究に必要なす

　べての無形固定資産の購入費をいいます。

 そ の 他 の 経 費
657

　費、光熱水道費、消耗品費等を含めた総額をいいま

　す。

５　面

　・　うちソフトウェア－１年以上にわたって使用さ

　　れる取得価額が10万円以上のソフトウェア

⑤　「リース料」とは、研究のためにリース契約に基

　づいて支払った金額をいいます。土地、建物の貸借、

　短期間のレンタル、チャーター等は含みません。

⑥　「その他の経費」とは、研究のために要した図書

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 



【９】理学、工学、農学、保健の性格別研究費を記入してください

○　「【８】内部で使用した研究費」の「総額」のうち理学、工学、農学、保健の自然科学に関する研究費を性格によって

　分類し記入してください。分類単位は原則として研究テーマごとに行いますが、それが困難な場合には、研究者又は研究

　室ごとに分類しても差し支えありません。

総　　　額
（659～661の計）

658 兆 千億 百億 十億 　分類の一般的定義は以下のとおりです。

①　基礎研究

　　特別な応用、用途を直接に考慮することなく、仮説や

 基 礎 研 究 費
659 　理論を形成するため又は現象や観察可能な事実に関して

　新しい知識を得るために行われる理論的又は実験的研究

　をいいます。

 応 用 研 究 費

億 千万 百万 十万 万 円

【10】特定目的別研究費を記入してください

660
②　応用研究

　　特定の目標を定めて実用化の可能性を確かめる研究や、

 開 発 研 究 費
661

　既に実用化されている方法に関して新たな応用方法を探

　索する研究をいいます。

③　開発研究

　　基礎研究、応用研究及び実際の経験から得た知識を活

　用し、付加的な知識を創出して、新しい製品、サービス、

　システム、装置、材料、工程等の創出又は既存のこれら

　のものの改良をねらいとする研究をいいます。

円

○　「【８】内部で使用した研究費」の「総額」のうち、下記の分野に関する研究を行っている場合には、それぞれの研究

　費を記入してください。

　　なお、研究内容が表中の複数の分野にまたがる研究がある場合は、その金額を各分野にそれぞれ記入してください。こ

　の場合、複数の分野に金額が重複していても構いません。

 ラ イ フ サ イ エ
 ン ス 分 野

662 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万 円

 ナ ノ テ ク ノ ロ
 ジ ー 分 野

666 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万

情 報 通 信 分 野

663
エネルギー分野

667

③　「環境分野」とは、自然環境の汚染が生命・財産に与える影響の解明、自然環境の汚染及び破壊の防除、無公害化の達成な

環　境　分　野

664
宇 宙 開 発 分 野

668

物質・材料分野

665
海 洋 開 発 分 野

669

＜特定目的別研究費について＞

①　「ライフサイエンス分野」とは、生命現象及び生物の諸機能を解明するとともに、その成果を医療、農業、工業、環境保全、

　エネルギー開発などの諸分野に広く活用し、人間生活の向上発展を指向する研究をいいます。

②　「情報通信分野」とは、ハードウェア、ソフトウェアに関する研究のほか、ネットワークの高度化、膨大な情報の高速分析・

　処理や蓄積が可能な高度コンピューティングの開発等に関する研究をいいます。

⑦　「宇宙開発分野」とは、ロケット及び人工衛星に関する研究並びに追跡・通信等のための地上設備に関する研究をいいます。

⑧　「海洋開発分野」とは生物資源の増養殖、鉱物資源の開発、海洋空間、海水の利用等の研究に関する海洋調査及び技術開発

　をいいます。

６　面

　どに関する研究をいいます。

④　「物質・材料分野」とは、情報通信、医療等の基盤となる原子・分子サイズでの物質の構造等の解明・制御、省エネルギー・

　省資源・リサイクルに応える付加価値の高いエネルギー・環境用物質・材料の開発等に関する研究をいいます。

⑤　「ナノテクノロジー分野」とは、ナノサイズ特有の物質特性等を利用した機能の発現等に関する研究をいいます。

⑥　「エネルギー分野」とは、エネルギー資源の開発及びその合理的利用に関する探査、生産、転換、輸送、消費、安全等に関

　する研究をいいます。

① 

② 

③ 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑧ 
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【11】外部から受け入れた研究費を記入してください

○　収入名目（受託費、科学研究費、補助金、交付金等）のいかんを問わず、外部から研究費として受け入れた

　金額の総額を左欄に記入し、そのうち、内部で使用した研究費は右欄に記入してください。

総　　　　　額

671～682の計

684～695の計

受　入　額 うち内部で使用した研究費
670 兆 千億千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万 円 683 兆 万 円

公
　
的
　
機
　
関

国
671 684

地 方 公 共 団 体
672

百億 十億 億 千万 百万 十万

685

国 ・ 公 立 大 学
673 686

国・公営、独立行政
法人等の研究機関

674 687

公営企業・公庫等
675 688

そ　　　の　　　他
676 689

会　　　　　　　　社
677 690

私　　立　　大　　学
678 691

そ　　 の　　 他

682 695

７　面

非 　営 　利 　団　 体
679 692

海
　
　
　
外

会　　　　　　社
680 693

大　　　　　　学
681 694



【12】外部へ支出した研究費を記入してください

○　支出名目(委託費、賦課金等)のいかんを問わず、外部へ研究費として支出した金額の総額を左欄に記入し、

　そのうち、自己資金から支出した研究費は右欄に記入してください。

総　　　　　額

697~706の計

708~717の計

支　出　額 うち自己資金から支出した研究費
696 兆 千億 百億百億 十億 億 千万 百万 十万 万 円 707 兆 千億 円

公
　
的
　
機
　
関

国 ・ 公 立 大 学
697 708

国・公営、独立行政
法人等の研究機関

698 709

十億 億 千万 百万 十万 万

公営企業・公庫等
699 710

そ　 　 の　 　 他
700 711

会　　　　　　　　社
701 712

私　　立　　大　　学
702 713

非 　営 　利 　団　 体
703 714

海
　
　
　
外

会　　　　　　社
704 715

大　　　　　　学
705 716

８　面

そ　　 の　　 他

706 717

備
　
考
　
欄

（名称、所在地、業務などの変更のほか、記入に関連のある特記事項を記入してください）



科学技術研究調査の実施の必要性 

１ 調査の目的・必要性 

科学技術研究調査（以下「本調査」という。）は、我が国における科学技術に関す

る研究費や研究者数等研究活動の実態を調査し、科学技術振興に必要な基礎資料を得

ることを目的として、企業、非営利団体・公的機関、大学等を対象に実施する調査で

ある。

科学技術は我が国及び人類社会の将来の発展のための基盤であり、経済社会の発展

や国民の福祉の向上に寄与するものであることから、科学技術水準の向上を効果的に

推進することが必要である。そのため、官民合わせた研究活動の実態を把握し、現状

を的確に分析することが必要不可欠である。

なお、本調査の結果については、科学技術基本計画 （注）で掲げられる具体的な数値

目標の設定や達成状況の評価の際の基礎資料、国民経済計算における研究分野の国内

総生産（ＧＤＰ）の推計に活用されるとともに、研究費、研究者数については、経済

協力開発機構等へ提供されている。

（注） 科学技術の振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るために、科学技術基本法（平成７年法律第 130

号）第９条に基づき総合科学技術・イノベーション会議の議を経て策定される科学技術の振興に関する基本的な

計画

２ 他調査との重複 

科学技術研究に関する調査としては、本調査のほかに全国イノベーション調査（文

部科学省実施（一般統計調査））及び民間企業の研究活動に関する調査（文部科学省

実施（一般統計調査））がある。

しかし、両者ともに企業のみを調査対象としているほか、前者については不定期で

実施され、過去３年間のイノベーション活動に関する目的、実現の有無、成果等の実

態を把握する調査であり、後者については、毎年度実施しているものの各企業の主要

業種における研究活動、知的財産活動等を把握するための調査であることから、毎年

度、企業、非営利団体・公的機関、大学等に対し、研究費及び研究者数等研究活動の

実態を把握している本調査を代替することはできない。

また、前者については、売上高など、一部項目で重複があるが、同一ではない企業

を調査対象にする場合もあり、分析の都合上、やむを得ないものである。

したがって、本調査と他の類似統計調査との重複は合理的な範囲を超えていないと

考える。

３ 行政記録情報の活用 

本調査内容を代替する行政記録情報は存在しない。

４ 事業所母集団データベースを利用した重複排除等 

調査対象者名簿の登録は、毎年３月下旬～４月上旬までに行い、重複是正も速やか

に対応する。 

また、最終的な調査結果名簿は、10 月中旬までに登録し、個票データも調査実施

年の翌年３月下旬までに登録する。 





科学技術研究調査の利用状況 

 

１ 行政上の施策への利用等 

（１）科学技術基本計画（第５期）（平成 28年１月 22日閣議決定）での利用 

 ・政策目標の設定（官民合わせた研究開発投資額、政府研究開発投資額、セクター間の

研究者移動数）の基礎資料として利用されている。 

 

（２）男女共同参画基本計画（第４次）（平成 27年 12月 25日閣議決定）での利用 

 ・「第２部 第５分野 科学技術・学術における男女共同参画の推進 ２ 女性研究者・

技術者が働き続けやすい研究環境の整備」の具体的な取組において、「イ 研究力の向

上に対する支援及び環境整備」として、「⑤ 研究者・技術者及び研究補助者等に係る

男女別の実態を把握するとともに統計データを収集・整備し、経年変化を把握する。」

とされている。 

 

２ 最近の白書等での利用 

（１）男女共同参画白書（内閣府） 

 ・女性研究者数及び研究者に占める女性割合の推移 

 ・研究者に占める女性割合の国際比較  

 

（２）情報通信白書（総務省） 

 ・企業の研究費の割合 

 ・重点推進４分野（情報通信、ライフサイエンス、環境、ナノテクノロジー・材料）別

の研究費の推移 

 ・技術貿易額の産業別割合 

 ・企業の研究者数の産業別割合 

 

（３）科学技術白書（文部科学省） 

 ・各国における女性研究者の割合 

 ・主要国等の政府負担研究費の割合 

  

（４）ものづくり白書（経済産業省・厚生労働省・文部科学省） 

 ・企業研究者に占める博士号取得者の割合 

 

（５）首都圏白書（国土交通省） 

 ・技術貿易収支の推移 

 



３ その他（国における分析など） 

・国民経済計算の推計（内閣府）における研究分野の GDPの推計に社内使用研究費、内

部使用研究費を利用 

  

４ 国際比較のための利用 

 ・経済協力開発機構（OECD）などへ研究費、研究者数について提供 



平成28年７月26日 
総務省政策統括官（統計基準担当） 

諮問第92号の概要 

（科学技術研究調査の変更） 

【資料１の別添】



• 従業者数（研究者数等） 
• 採用・転入、転出研究者数 
• 内部で使用した研究費 
• 外部から受け入れた研究費 
• 外部へ支出した研究費      等 

報告者数 選定方法 

企業Ａ 
（資本金又は出資金が１億円以上の会社） 
 
 

8,000 無作為抽出（注） 

企業Ｂ 
（資本金又は出資金が1千万円以上１億円
未満の会社） 

5,000 無作為抽出 

非営利団体・公的機関 
（科学技術に関する試験研究又は調査研究
を目的として設置されている独立行政法人、国
の機関、地方公共団体の施設等） 

1,000 全数 

大学等 
（大学の学部（大学院の研究科を含む。）、
短期大学、高等専門学校、大学附置研究所、
大学附置研究施設、大学共同利用機関法人
及び独立行政法人国立高等専門学校機構） 

4,000 全数 

調査の概要 

1 

我が国における科学技術に関する研究費や研究者数等の研究活動の実態を調査し、科学技術振興に必要な基礎資料を得ることを目的とする。 
調査の目的 

 
• 昭和28年８月 研究機関基本統計調査（指定統計第61号）として調査開始 
• 昭和35年３月 科学技術研究調査に改称 
• 平成24年調査 科学技術基本計画を踏まえた変更 等（諮問第42号） 
• 平成26年調査 調査事項の変更 等（諮問第60号） 

調査の沿革及び最近の変更 

•  従業者数・資本金は３月31日現在 
•  売上高、研究費等は３月31日又はその直近
の決算日から遡る１年間の実績 

把握時点・期間 

・ 毎年５月～７月 
調査時期 

・ 配布：総務省－民間事業者－報告者 
・ 回収：報告者－総務省 
(郵送及びｲﾝﾀｰﾈｯﾄ(政府統計共同利用ｼｽﾃﾑ)) 

調査方法 

調査対象 

調査事項 

（注）資本金又は出資金が10億円以上の企業、前年度に研究を実施している資本金又は出資金が1億
円以上10億円未満の企業については、全数を調査 



結果の利活用 
１ 行政上の施策への利用等 
（１）科学技術基本計画（平成28年１月22日閣議決定）での利用 
   ・ 政策目標の設定（官民合わせた研究開発投資額、政府研究開発投資額及びセク

ター間の研究者移動数）の基礎資料として利用 
（２）男女共同参画基本計画（平成27年12月25日閣議決定）での利用 
   ・ 「女性研究者・技術者が働き続けやすい研究環境の整備」の具体的な取組において、

「研究者・技術者及び研究補助者等に係る男女別の実態を把握するとともに統計データ
を収集・整備し、経年変化を把握する」ことが定められており、その指標として本調査の結
果を利用 

２ 国民経済計算の推計（内閣府）における基礎資料 
 ・ 研究分野のGDP推計に、社内使用研究費、内部使用研究費を利用 
３ 国際比較のための利用 
 ・ 経済協力開発機構（OECD）における科学技術指標の作成に資するため、研究費、研
究者数等のデータを提供 
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今回の主な変更内容（案） 
１ 調査事項の変更 
（１） 「任期無し研究者の数」及び「うち40歳未満の任期無し研究者の数」を追加 
（２） 研究者の新規採用者・転入者 
  ① 新規採用者数の内数として、自然科学部門の専攻別（理学、工学、農学、保健）の数を追加 
  ② 新規採用者、転入研究者のうち「博士号取得者」の数を追加 
（３） フラスカチ・マニュアルの改定を踏まえ、「開発研究」の定義を変更 
（４） 「特定目的別研究費」について、「震災からの復興、再生の実現」等３区分を削除 
（５） 「社外から受け入れた研究費、社外へ支出した研究費」 

① 「会社」の内訳項目として「親子会社」及び「その他」を追加 
② 表章項目の名称を「外国」から「海外」に変更 
 

２ 集計事項の変更 
（１）公的機関のうち「特殊法人・独立行政法人」の内訳項目として、「研究開発法人」及び「国立研究開発法人」を追加 
（２）調査事項の変更を踏まえた集計内容の変更 
 
３ その他 
 ・  実質的な変更を伴わない記述の変更 等 
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想定される論点 
１ 今回の変更内容の妥当性 

 今回、予定されている調査事項及び集計事項の変更について、その妥当性等を確認 

 
２ 前回答申時の「今後の課題」への対応 
   前回答申（平成25年12月13日・諮問第60号の答申）の「今後の課題」として、 
 ① 「フラスカチ・マニュアル」や「科学技術基本計画」等を踏まえた調査事項等の見直し 
 ② 「採用・転入研究者」及び「転出研究者数」の把握方法の検討 
 の２点を指摘されていることから、この対応状況について確認 

 （注）第５期科学技術基本計画は平成28年１月に閣議決定。フラスカチ・マニュアルは平成27年10
月に改定版が公表 

３ その他 
   国民経済計算におけるＲ＆Ｄ推計等に当たり、調査事項に問題がないかについて確認 
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